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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　本体部と、
　本体部に設けられたベース部材と、
　前記ベース部材に移動可能に接続された移動部材と、
　前記移動部材が固定される無端状のベルトと、前記ベルトが巻き掛けられるプーリと、
前記プーリを回転させるモータとを有する移動機構と、を備え、
　前記プーリは、前記ベルトが巻き掛けられるギヤ部材と、前記ギヤ部材を厚み方向に挟
む一対の側壁部材と、を有しており、
　前記一対の側壁部材は、前記ギヤ部材よりも大きい径の円板状として同一形状に形成さ
れており、前記ギヤ部材を厚み方向に貫通して前記ギヤ部材の側面に係合される複数の係
合爪と、反対側の側壁部材における係合爪が挿入された貫通孔とを有し、
　前記複数の係合爪は、前記各側壁部材の中心を挟んで対向する２つの係合爪を含み、
　前記一対の側壁部材のそれぞれは、前記ギヤ部材にのみ係合する
　ことを特徴とする遊技機。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、遊技機に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　電気部品の配線に撓み変形可能なフレキシブルフラットケーブル（ＦＦＣ）を用いた遊
技機が知られている。フレキシブルフラットケーブルを用いた遊技機としては、例えば、
特許文献１に開示されている。この特許文献１に開示された遊技機は、液晶表示装置と、
液晶制御基板と、これら液晶表示装置と液晶制御基板とを電気的に接続するフレキシブル
フラットケーブルとを備えている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００６－６９７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、近年の遊技機では、液晶表示装置の大型化や可動部材（可動役物）の増加に
伴って、遊技機の前面（正面）側のスペースが小さくなっている。そこで、液晶表示装置
や可動部材と制御基板とを電気的に接続する部材として、フレキシブルフラットケーブル
を用いることで、遊技機の前面（正面）側の小さいスペースに配線を設けている。
【０００５】
　しかしながら、可動部材と制御基板とを電気的に接続するフレキシブルフラットケーブ
ルは、可動部材の動作に応じて変形するため、フレキシブルフラットケーブルにかかる負
荷が増大してしまう。フレキシブルフラットケーブルは、構造及び費用を考慮すると、強
度を向上させることが難しい。そのため、可動部材に接続されたフレキシブルフラットケ
ーブルにかかる負荷を減らす遊技機が望まれている。
　ところで、遊技機に設けられ、遊技の演出等に用いられる移動部材を移動させるために
用いられるプーリについて、組み立てが容易で、且つ、適当な強度を有しているプーリが
望まれている。
【０００６】
　本発明の目的は、上記従来技術における実情を考慮し、組み立てが容易で、且つ、適当
な強度を有しているプーリを有する遊技機を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の遊技機は、本体部と、本体部に設けられたベース部材と、ベース部材に移動可
能に接続された移動部材と、移動部材が固定される無端状のベルトと、ベルトが巻き掛け
られるプーリと、プーリを回転させるモータとを有する移動機構と、を備える。
【０００８】
　また、プーリは、ベルトが巻き掛けられるギヤ部材と、ギヤ部材を厚み方向に挟む一対
の側壁部材と、を有し、一対の側壁部材は、ギヤ部材よりも大きい径の円板状として同一
形状に形成されており、ギヤ部材を厚み方向に貫通してギヤ部材の側面に係合される複数
の係合爪と、反対側の側壁部材における係合爪が挿入された貫通孔とを有している。
【０００９】
　また、複数の係合爪は、各側壁部材の中心を挟んで対向する２つの係合爪を含み、一対
の側壁部材のそれぞれは、前記ギヤ部材にのみ係合する。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、組み立てが容易で、且つ、適当な強度を有しているプーリを有する遊
技機を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の一実施形態の遊技機における機能フローを説明する説明図である。
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【図２】本発明の一実施形態の遊技機における外観構成例を示す斜視図である。
【図３】本発明の一実施形態の遊技機における内部構造を示すものであり、フロントドア
を開いた状態の斜視図である。
【図４】本発明の一実施形態の遊技機が備える回路の全体構成を示すブロック図である。
【図５】本発明の一実施形態の遊技機における副制御回路の内部構成を示すブロック図で
ある。
【図６】本発明の一実施形態の遊技機におけるフロントパネルの分解斜視図である。
【図７】本発明の一実施形態の遊技機における可動装飾ユニットの分解斜視図である。
【図８】本発明の一実施形態の遊技機における可動装飾ユニットから前面カバーを取り外
した状態を示す正面図である。
【図９】本発明の一実施形態の遊技機における可動装飾ユニットの横断面図である。
【図１０】本発明の一実施形態の遊技機における従動プーリの斜視図である。
【図１１】本発明の一実施形態の遊技機における従動プーリの分解斜視図である。
【図１２】本発明の一実施形態の遊技機における移動部材を正面側から見た斜視図である
。
【図１３】本発明の一実施形態の遊技機における移動部材のスライダの分解斜視図である
。
【図１４】本発明の一実施形態の遊技機における移動部材のスライダの横断面図である。
【図１５】本発明の一実施形態の遊技機における可動装飾ユニットから後面カバーを取り
外した状態を示す背面図である。
【図１６】本発明の一実施形態の遊技機における可動装飾ユニットのベース本体から第１
クランプ部材を取り外した状態を示す説明図である。
【図１７】本発明の一実施形態の遊技機における第１クランプ部材の斜視図である。
【図１８】本発明の一実施形態の遊技機における第１クランプ部材とベース本体によって
フレキシブルフラットケーブルを挟持した状態を示す断面図である。
【図１９】本発明の一実施形態の遊技機における移動部材を後方から見た斜視図である。
【図２０】本発明の一実施形態の遊技機における移動部材の分解斜視図である。
【図２１】本発明の一実施形態の遊技機における移動部材のカバーを一側から見た斜視図
である。
【図２２】本発明の一実施形態の遊技機における移動部材のカバーを他側から見た斜視図
である。
【図２３】本発明の一実施形態の遊技機における移動部材の要部断面図である。
【図２４】本発明の一実施形態の遊技機における可動装飾ユニットの縦断面図である。
【図２５】本発明の一実施形態の遊技機における可動装飾ユニットの第２移動部材を第１
移動部材に接近する方向に移動させた状態の説明図である。
【図２６】本発明の一実施形態の遊技機における第１移動部材及び第２移動部材が待機位
置に配置された状態のフロントパネルの正面図である。
【図２７】本発明の一実施形態の遊技機における第１移動部材及び第２移動部材が待機位
置から移動してパネル開口から視認可能な状態のフロントパネルの正面図である。
【図２８】本発明の一実施形態の遊技機における第１移動部材及び第２移動部材がパネル
開口の中央部で枠体を形成した状態のフロントパネルの正面図である。
【図２９】本発明の一実施形態の遊技機における所定の演出時の移動部材の動作例を示す
説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の一実施形態を示す遊技機であるパチスロについて、図１～図２９を参照しなが
ら説明する。はじめに、図１を参照して、遊技機の実施の形態に係る機能フローについて
説明する。
【００１３】
　本実施の形態のパチスロでは、遊技を行うための遊技媒体としてメダルを用いる。なお
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、遊技媒体としては、メダル以外にも、コイン、遊技球、遊技用のポイントデータ又はト
ークン等を適用することもできる。
【００１４】
　遊技者によりメダルが投入され、スタートレバーが操作されると、予め定められた数値
の範囲（例えば、０～６５５３５）の乱数から１つの値（以下、乱数値）が抽出される。
【００１５】
　内部抽籤手段は、抽出された乱数値に基づいて抽籤を行い、内部当籤役を決定する。こ
の内部抽籤手段は、後述する主制御回路が担う。内部当籤役の決定により、後述の入賞判
定ラインに沿って表示を行うことを許可する図柄の組合せが決定される。なお、図柄の組
合せの種別としては、メダルの払い出し、再遊技の作動、ボーナスの作動等といった特典
が遊技者に与えられる「入賞」に係るものと、それ以外のいわゆる「ハズレ」に係るもの
とが設けられている。
【００１６】
　また、スタートレバーが操作されると、複数のリールの回転が行われる。その後、遊技
者により所定のリールに対応するストップボタンが押されると、リール停止制御手段は、
内部当籤役とストップボタンが押されたタイミングとに基づいて、該当するリールの回転
を停止する制御を行う。このリール停止制御手段は、後述する主制御回路が担う。
【００１７】
　パチスロでは、基本的に、ストップボタンが押されたときから規定時間（１９０ｍｓｅ
ｃ又は７５ｍｓｅｃ）内に、該当するリールの回転を停止する制御が行われる。本実施形
態では、この規定時間内にリールの回転に伴って移動する図柄の数を「滑り駒数」と呼ぶ
。規定期間が１９０ｍｓｅｃである場合には、滑り駒数の最大数を図柄４個分に定め、規
定期間が７５ｍｓｅｃである場合には、滑り駒数の最大数を図柄１個分に定める。
【００１８】
　リール停止制御手段は、入賞に係る図柄の組合せ表示を許可する内部当籤役が決定され
ているときは、通常、１９０ｍｓｅｃ（図柄４コマ分）の規定時間内に、その図柄の組合
せが入賞判定ラインに沿って極力表示されるようにリールの回転を停止させる。また、リ
ール停止制御手段は、例えば、第２種特別役物であるチャレンジボーナス（ＣＢ）及びＣ
Ｂを連続して作動させるミドルボーナス（ＭＢ）の動作時には、１つ以上のリールに対し
て、規定時間７５ｍｓｅｃ（図柄１コマ分）内に、その図柄の組合せが入賞判定ラインに
沿って極力表示されるようにリールの回転を停止させる。さらに、リール停止制御手段は
、遊技状態に対応する各種規定時間を利用して、内部当籤役によってその表示が許可され
ていない図柄の組合せが入賞判定ラインに沿って表示されないようにリールの回転を停止
させる。 
【００１９】
　こうして、複数のリールの回転がすべて停止されると、入賞判定手段は、入賞判定ライ
ンに沿って表示された図柄の組合せが、入賞に係るものであるか否かの判定を行う。この
入賞判定手段は、後述する主制御回路が担う。入賞判定手段により入賞に係るものである
との判定が行われると、メダルの払い出し等の特典が遊技者に与えられる。パチスロでは
、以上のような一連の流れが１回の遊技として行われる。
【００２０】
　また、パチスロでは、前述した一連の流れの中で、液晶表示装置などの表示装置により
行う映像の表示、各種ランプにより行う光の出力、スピーカにより行う音の出力、或いは
これらの組合せを利用して様々な演出が行われる。
【００２１】
　スタートレバーが操作されると、上述した内部当籤役の決定に用いられた乱数値とは別
に、演出用の乱数値（以下、演出用乱数値）が抽出される。演出用乱数値が抽出されると
、演出内容決定手段は、内部当籤役に対応づけられた複数種類の演出内容の中から今回実
行するものを抽籤により決定する。この演出内容決定手段は、後述する副制御回路が担う
。
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【００２２】
　演出内容が決定されると、演出実行手段は、リールの回転開始時、各リールの回転停止
時、入賞の有無の判定時等の各契機に連動させて対応する演出を実行する。このように、
パチスロでは、内部当籤役に対応づけられた演出内容を実行することによって、決定され
た内部当籤役（言い換えると、狙うべき図柄の組合せ）を知る機会又は予想する機会が遊
技者に提供され、遊技者の興味の向上を図ることができる。
【００２３】
＜パチスロの構造＞
　次に、図２及び図３を参照して、本実施形態におけるパチスロの構造について説明する
。
【００２４】
［外観構造］
　図２は、パチスロ１の外部構造を示す斜視図である。
【００２５】
　図２に示すように、パチスロ１は、外装体２を備えている。外装体２は、リールや回路
基板等を収容するキャビネット２ａと、キャビネット２ａに対して開閉可能に取り付けら
れるフロントドア２ｂとを有している。
　キャビネット２ａの両側面には、把手７が設けられている（図２では一側面の把手７の
みを示す）。この把手７は、パチスロ１を運搬するときに手をかける凹部である。
【００２６】
　キャビネット２ａの内部には、３つのリール３Ｌ，３Ｃ，３Ｒが横並びに設けられてい
る。以下、各リール３Ｌ，３Ｃ，３Ｒを、それぞれ左リール３Ｌ、中リール３Ｃ、右リー
ル３Ｒという。各リール３Ｌ，３Ｃ，３Ｒは、円筒状に形成されたリール本体と、リール
本体の周面に装着された透光性のシート材を有している。シート材の表面には、複数（例
えば２１個）の図柄が周方向に沿って所定の間隔をあけて描かれている。
【００２７】
　フロントドア２ｂは、ドア本体９と、フロントパネル１０と、表示装置の一具体例を示
す液晶表示装置１１とを備えている。ドア本体９は、ヒンジ（不図示）を用いてキャビネ
ット２ａに開閉可能に取り付けられている。ヒンジは、パチスロ１の前方からドア本体９
を見た場合に、ドア本体９における左側の端部に設けられている。
【００２８】
　液晶表示装置１１は、ドア本体９の上部に取り付けられており、映像の表示による演出
を実行する。この液晶表示装置１１は、３つのリール３Ｌ，３Ｃ，３Ｒに描かれた図柄を
表示する表示窓４を含む表示部（表示画面）１１ａを備える。本実施形態では、表示窓４
を含む表示部１１ａの全体を使って、映像の表示が行われ、演出が実行される。
【００２９】
　表示窓４は、例えばアクリル板等の透明な部材で形成されている。この表示窓４は、正
面（遊技者側）から見て、３つのリールの配置領域と重畳する位置に設けられ、かつ、３
つのリールより手前（遊技者側）に位置するように設けられる。したがって、遊技者は、
表示窓４を介して、表示窓４の背後に設けられた３つのリールを視認することができる。
【００３０】
　本実施形態では、表示窓４は、その背後に設けられた対応するリールの回転が停止した
とき、各リールに描かれた複数種類の図柄のうち、連続して配置された３つの図柄を表示
できる大きさに設定されている。すなわち、表示窓４の枠内には、リール毎に上段、中段
及び下段の各領域が設けられ、各領域に１個の図柄が表示される。そして、本実施形態で
は、左リール３Ｌの中段領域、中リール３Ｃの中段領域、及び、右リール３Ｒの中段領域
を結ぶラインを、入賞か否かの判定を行う入賞判定ラインとして定義する。
【００３１】
　フロントパネル１０は、ドア本体９の上部に取り付けられており、液晶表示装置１１を
覆う大きさに設定されている。このフロントパネル１０は、液晶表示装置１１の表示部１
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１ａ側に重畳して配置され、液晶表示装置１１の表示部１１ａを露出させる３つのパネル
開口１０１ａ，１０１ｂ，１０１ｃを有する装飾枠１０１と、装飾枠１０１のパネル開口
１０１ａ，１０１ｂ，１０１ｃを塞ぐ保護カバー１０２ａ，１０２ｂ，１０２ｃとを有し
ている。
【００３２】
　装飾枠１０１は、パネル開口１０１ａとパネル開口１０１ｂとを区画する仕切り片１１
２と、パネル開口１０１ｂとパネル開口１０１ｃとを区画する仕切り片１１３とを有して
いる。３つのパネル開口１０１ａ，１０１ｂ，１０１ｃは、仕切り片１１２，１１３によ
って上下方向に並ぶように区画されている。装飾枠１０１のパネル開口１０１ａ，１０１
ｃは、液晶表示装置１１の表示部１１ａを露出させる。また、装飾枠１０１のパネル開口
１０１ｂは、液晶表示装置１１の表示部１１ａ及び３つのリール３Ｌ，３Ｃ，３Ｒを露出
させる。
【００３３】
　仕切り片１１２には、タッチセンサ２２（図４及び図５参照）が設けられている。この
タッチセンサ２２は、仕切り片１１２に接近或いは接触した遊技者の手の位置を検出し、
その検出結果を後述の副制御回路４２（図４及び図５参照）に送信する。
【００３４】
　装飾枠１０１には、ランプ群２１と、可動装飾ユニット１２１（図６参照）とが設けら
れている。ランプ群２１は、例えば、図２中のランプ２１ａ，２１ｂを含む。このランプ
群２１は、ＬＥＤ（Light Emitting Diode）等で構成され、演出内容に対応するパターン
で、光を点灯及び消灯する。
【００３５】
　可動装飾ユニット１２１は、装飾枠１０１の裏面側に配置されており、通常、装飾枠１
０１に隠れている。そして、特別の演出及び所定の演出が行われる場合に後述する第１移
動部材１２３及び第２移動部材１２４（図６参照）を移動させる。これにより、第１移動
部材１２３及び第２移動部材１２４は、装飾枠１０１のパネル開口１０１ａから視認可能
になる（図２７参照）。
【００３６】
　保護カバー１０２ａは、装飾枠１０１のパネル開口１０１ａを塞ぐ。また、保護カバー
１０２ｂは、装飾枠１０１のパネル開口１０１ｂを塞ぎ、保護カバー１０２ｃは、パネル
開口１０１ｃを塞ぐ。これら保護カバー１０２ａ，１０２ｂ，１０２ｃは、例えば、透明
の合成樹脂によって板状に形成されている。したがって、遊技者は、液晶表示装置１１を
、保護カバー１０２ａ，１０２ｃを介して視認することができ、表示窓４の背後に設けら
れた３つのリールを、保護カバー１０２ｂを介して視認することができる。 
【００３７】
　ドア本体９の中央には、台座部１２が形成されている。この台座部１２には、遊技者の
操作対象となる各種装置（メダル投入口１３、ＭＡＸベットボタン１４、１ＢＥＴボタン
１５、スタートレバー１６、ストップボタン１７Ｌ，１７Ｃ，１７Ｒ）が設けられている
。
【００３８】
　メダル投入口１３は、遊技者によって外部からパチスロ１に投下されるメダルを受け入
れるために設けられる。メダル投入口１３から受け入れられたメダルは、所定枚数（例え
ば３枚）を上限として１回の遊技に使用され、所定枚数を超えた分は、パチスロ１の内部
に預けることができる（いわゆるクレジット機能）。
【００３９】
　ＭＡＸベットボタン１４及び１ＢＥＴボタン１５は、パチスロ１の内部に預けられてい
るメダルから１回の遊技に使用する枚数を決定するために設けられる。なお、図２には示
さないが、台座部１２には、精算ボタンが設けられる。この精算ボタンは、パチスロ１の
内部に預けられているメダルを外部に引き出す（排出する）ために設けられる。
【００４０】
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　スタートレバー１６は、全てのリール（３Ｌ，３Ｃ，３Ｒ）の回転を開始するために設
けられる。ストップボタン１７Ｌ，１７Ｃ，１７Ｒは、それぞれ、左リール３Ｌ、中リー
ル３Ｃ、右リール３Ｒに対応づけて設けられ、各ストップボタンは対応するリールの回転
を停止するために設けられる。以下、ストップボタン１７Ｌ，１７Ｃ，１７Ｒを、それぞ
れ左ストップボタン１７Ｌ、中ストップボタン１７Ｃ、右ストップボタン１７Ｒという。
【００４１】
　また、図２には示さないが、台座部１２には、７セグメントＬＥＤ（Light Emitting D
iode）からなる７セグ表示器６（図４参照）が設けられている。この７セグ表示器６は、
特典として遊技者に対して払い出すメダルの枚数（以下、払出枚数）、パチスロ１の内部
に預けられているメダルの枚数（以下、クレジット枚数）等の情報をデジタル表示する。
【００４２】
　ドア本体９の下部には、メダル払出口１８、メダル受皿１９、スピーカ２０Ｌ，２０Ｒ
等が設けられている。メダル払出口１８は、後述のメダル払出装置３３の駆動により排出
されるメダルを外部に導く。メダル受皿１９は、メダル払出口１８から排出されたメダル
を貯める。また、スピーカ２０Ｌ，２０Ｒは、演出内容に対応する効果音や楽曲等の音を
出力する。
【００４３】
［内部構造］
　次に、パチスロ１の内部構造を、図３を参照しながら説明する。
　図３は、パチスロ１の内部構造を示す斜視図である。
【００４４】
　キャビネット２ａは、正面側の一面が開口された略直方体状に形成されている。このキ
ャビネット２ａ内の上部には、後述の主制御回路４１（図４参照）を構成する主基板３１
が設けられている。主制御回路４１は、内部当籤役の決定、各リールの回転及び停止、入
賞の有無の判定等の、パチスロ１における遊技の主な動作及び該動作間の流れを制御する
回路である。なお、主制御回路４１の具体的な構成は後述する。
【００４５】
　キャビネット２ａ内の中央部には、３つのリール（左リール３Ｌ、中リール３Ｃ及び右
リール３Ｒ）が設けられている。なお、図３には示さないが、各リールは、所定の減速比
を有する歯車を介して対応する後述のステッピングモータ（図４中のステッピングモータ
６１Ｌ，６１Ｃ，６１Ｒのいずれか）に接続される。
【００４６】
　キャビネット２ａ内の下部には、多量のメダルを収容可能であり、かつ、それらを１枚
ずつ排出可能な構造を有するメダル払出装置３３（以下、ホッパー３３という）が設けら
れている。また、キャビネット２ａ内における、ホッパー３３の一方の側部（図３に示す
例では左側）には、パチスロ１が有する各装置に対して必要な電力を供給する電源装置３
４が設けられている。
【００４７】
　フロントドア２ｂの裏面側（表示画面側とは反対側の部分）における上部には、後述の
副制御回路４２（図４及び図５参照）を構成する副基板３２が設けられている。副制御回
路４２は、映像の表示等による演出の実行を制御する回路である。なお、副制御回路４２
の具体的な構成は後述する。
【００４８】
　さらに、フロントドア２ｂの裏面側における略中央部には、セレクタ３５が設けられて
いる。セレクタ３５は、メダル投入口１３（図２参照）を介して外部から投入されたメダ
ルの材質や形状等が適正である否かを選別する装置であり、適正であると判定したメダル
をホッパー３３に案内する。また、図３には示さないが、セレクタ３５内においてメダル
が通過する経路上には、適正なメダルが通過したことを検出するメダルセンサ３５Ｓ（図
４参照）が設けられている。
【００４９】
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＜パチスロが備える回路の構成＞
　次に、パチスロ１が備える回路の構成について、図４及び図５を参照して説明する。
　図４は、パチスロ１が備える回路全体のブロック構成図である。図５は、副制御回路の
内部構成を示すブロック構成図である。
【００５０】
　パチスロ１は、主制御回路４１、副制御回路４２、及び、これらの回路と電気的に接続
される周辺装置（アクチュエータ）を備える。
【００５１】
［主制御回路］
　主制御回路４１は、主に、回路基板（主基板３１）上に設置されたマイクロコンピュー
タ５０により構成される。それ以外の構成要素として、主制御回路４１は、クロックパル
ス発生回路５４、分周器５５、乱数発生器５６、サンプリング回路５７、表示部駆動回路
６４、ホッパー駆動回路６５、及び、払出完了信号回路６６を含む。
【００５２】
　マイクロコンピュータ５０は、メインＣＰＵ５１、メインＲＯＭ（Read Only Memory）
５２及びメインＲＡＭ（Random Access Memory）５３により構成される。
【００５３】
　メインＲＯＭ５２には、メインＣＰＵ５１により実行される各種処理の制御プログラム
、内部抽籤テーブル等のデータテーブル、副制御回路４２に対して各種制御指令（コマン
ド）を送信するためのデータ等が記憶されている。メインＲＡＭ５３には、制御プログラ
ムの実行により決定された内部当籤役等の各種データを格納する格納領域が設けられてい
る。
【００５４】
　メインＣＰＵ５１には、クロックパルス発生回路５４、分周器５５、乱数発生器５６及
びサンプリング回路５７が接続されている。クロックパルス発生回路５４及び分周器５５
は、クロックパルスを発生する。なお、メインＣＰＵ５１は、発生されたクロックパルス
に基づいて、制御プログラムを実行する。また、乱数発生器５６は、予め定められた範囲
の乱数（例えば、０～６５５３５）を発生する。そして、サンプリング回路５７は、発生
された乱数の中から１つの値を抽出する。
【００５５】
　マイクロコンピュータ５０の入力ポートには、各種スイッチ及びセンサ等が接続される
。メインＣＰＵ５１は、各種スイッチ等からの入力信号を受けて、ステッピングモータ６
１Ｌ，６１Ｃ，６１Ｒ等の周辺装置の動作を制御する。
【００５６】
　ストップスイッチ１７Ｓは、左ストップボタン１７Ｌ、中ストップボタン１７Ｃ、右ス
トップボタン１７Ｒのそれぞれが遊技者により押されたこと（停止操作）を検出する。ス
タートスイッチ１６Ｓは、スタートレバー１６が遊技者により操作されたこと（開始操作
）を検出する。精算スイッチ１４Ｓは、精算ボタンが遊技者により押されたことを検出す
る。
【００５７】
　メダルセンサ３５Ｓは、メダル投入口１３に投入されたメダルがセレクタ３５内を通過
したことを検出する。また、ベットスイッチ１２Ｓは、ベットボタン（ＭＡＸベットボタ
ン１４又は１ＢＥＴボタン１５）が遊技者により押されたことを検出する。
【００５８】
　また、マイクロコンピュータ５０により動作が制御される周辺装置としては、３つのス
テッピングモータ６１Ｌ，６１Ｃ，６１Ｒ、７セグ表示器６及びホッパー３３がある。ま
た、マイクロコンピュータ５０の出力ポートには、各周辺装置の動作を制御するための駆
動回路が接続される。
【００５９】
　モータ駆動回路６２は、左リール３Ｌ、中リール３Ｃ、右リール３Ｒに対応してそれぞ
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れ設けられた３つのステッピングモータ６１Ｌ，６１Ｃ，６１Ｒの駆動を制御する。リー
ル位置検出回路６３は、発光部と受光部とを有する光センサにより、リールが一回転した
ことを示すリールインデックスをリール毎に検出する。
【００６０】
　３つのステッピングモータ６１Ｌ，６１Ｃ，６１Ｒのそれぞれは、その運動量がパルス
の出力数に比例し、回転軸を指定された角度で停止させることが可能な構成を有する。ま
た、各ステッピングモータの駆動力は、所定の減速比を有する歯車を介して、対応するリ
ールに伝達される。そして、各ステッピングモータに対して１回のパルスが出力されるご
とに、対応するリールは一定の角度で回転する。
【００６１】
　メインＣＰＵ５１は、各リールのリールインデックスを検出してから対応するステッピ
ングモータに対してパルスが出力された回数をカウントすることによって、各リールの回
転角度（具体的には、リールが図柄何個分だけ回転したか）を管理する。
【００６２】
　ここで、各リールの回転角度の管理を具体的に説明する。各ステッピングモータに対し
て出力されたパルスの数は、メインＲＡＭ５３に設けられたパルスカウンタ（不図示）に
よって計数される。そして、図柄１個分の回転に必要な所定回数（例えば１６回）のパル
スの出力がパルスカウンタで計数されるごとに、メインＲＡＭ５３に設けられた図柄カウ
ンタ（不図示）の値に、「１」が加算される。なお、図柄カウンタは、リール毎に設けら
れる。そして、図柄カウンタの値は、リール位置検出回路６３によってリールインデック
スが検出されるとクリアされる。
【００６３】
　すなわち、本実施形態では、図柄カウンタの値を管理することにより、リールインデッ
クスが検出されてから図柄何個分の回転動作が行われたのかを管理する。それゆえ、各リ
ールの各図柄の位置は、リールインデックスが検出される位置を基準として検出される。
【００６４】
　なお、表示部駆動回路６４は、７セグ表示器６の動作を制御する。ホッパー駆動回路６
５は、ホッパー３３の動作を制御する。また、払出完了信号回路６６は、ホッパー３３に
設けられたメダル検出部３３Ｓが行うメダルの検出を管理し、ホッパー３３から外部に排
出されたメダルが所定の払出枚数に達したか否かをチェックする。
【００６５】
［副制御回路］
　図４及び図５に示すように、副制御回路４２は、主制御回路４１と電気的に接続され、
主制御回路４１から送信されるコマンドに基づいて演出内容の決定や実行等の処理を行う
。副制御回路４２は、基本的には、図５に示すように、サブＣＰＵ８１、サブＲＯＭ８２
、サブＲＡＭ８３、レンダリングプロセッサ８４、描画用ＲＡＭ８５、及び、ドライバ８
６を含む。さらに、副制御回路４２は、ＤＳＰ（Digital Signal Processor）９０、オー
ディオＲＡＭ９１、Ａ／Ｄ（Analog to Digital）変換器９２、アンプ９３、及び、可動
装飾ユニット駆動回路９６を含む。
【００６６】
　サブＣＰＵ８１は、主制御回路４１から送信されたコマンドに応じて、サブＲＯＭ８２
に記憶されている制御プログラムに従い、映像、音、光の出力制御を行う。なお、サブＲ
ＯＭ８２は、基本的には、プログラム記憶領域及びデータ記憶領域を有する。
【００６７】
　プログラム記憶領域には、サブＣＰＵ８１が実行する各種制御プログラムが記憶される
。なお、プログラム記憶領域に格納される制御プログラムには、例えば、主制御回路４１
との通信を制御するための主基板通信タスク、演出用乱数値を抽出して演出内容（演出デ
ータ）の決定及び登録を行うための演出登録タスク、決定した演出内容に基づいて液晶表
示装置１１による映像の表示を制御するための描画制御タスク、ランプ群２１による光の
出力を制御するためのランプ制御タスク、スピーカ２０Ｌ，２０Ｒによる音の出力を制御
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するための音声制御タスク等のプログラムが含まれる。
【００６８】
　データ記憶領域には、例えば、各種データテーブルを記憶する記憶領域、各種演出内容
を構成する演出データを記憶する記憶領域、映像の作成に関するアニメーションデータを
記憶する記憶領域、ＢＧＭや効果音に関するサウンドデータを記憶する記憶領域、光の点
消灯のパターンに関するランプデータを記憶する記憶領域等の各種記憶領域が含まれる。
【００６９】
　サブＲＡＭ８３は、決定された演出内容や演出データを登録する格納領域や、主制御回
路４１から送信される内部当籤役等の各種データを格納する格納領域などを有する。
【００７０】
　また、副制御回路４２には、図５に示すように、液晶表示装置１１、スピーカ２０Ｌ，
２０Ｒ、ランプ群２１、タッチセンサ２２、及び、可動装飾ユニット１２１等の周辺装置
が接続されている。つまり、これらの周辺装置の動作は、副制御回路４２により制御され
る。
【００７１】
　本実施形態では、サブＣＰＵ８１、レンダリングプロセッサ８４、描画用ＲＡＭ８５（
フレームバッファを含む）及びドライバ８６は、演出内容により指定されたアニメーショ
ンデータに従って映像を作成し、該作成した映像は液晶表示装置１１により表示される。
【００７２】
　また、サブＣＰＵ８１、ＤＳＰ９０、オーディオＲＡＭ９１、Ａ／Ｄ変換器９２及びア
ンプ９３は、演出内容により指定されたサウンドデータに従ってＢＧＭ等の音をスピーカ
２０Ｌ，２０Ｒにより出力する。さらに、サブＣＰＵ８１は、演出内容により指定された
ランプデータに従ってランプ群２１の点灯及び消灯を行う。
【００７３】
　タッチセンサ２２は、仕切り片１１２（図２参照）に接近或いは接触した遊技者の手の
位置を検出し、その検出結果を後述の副制御回路４２のサブＣＰＵ８１に送信する。サブ
ＣＰＵ８１及び可動装飾ユニット駆動回路９６は、演出内容により指定された可動装飾ユ
ニット駆動データに従って可動装飾ユニット１２１の駆動を行う。つまり、可動装飾ユニ
ット１２１は、特別の演出が行われる場合に駆動して、第１移動部材１２３及び第２移動
部材１２４をフロントパネル１０のパネル開口１０１ａから露出させる。
【００７４】
　また、サブＣＰＵ８１及び可動装飾ユニット駆動回路９６は、所定の演出を行う際に、
タッチセンサ２２の検出結果に応じて、可動装飾ユニット１２１の駆動を行う。その結果
、可動装飾ユニット１２１の第１移動部材１２３及び第２移動部材１２４が、遊技者の手
の位置に応じて移動する。
【００７５】
＜フロントパネルの構成＞
　次に、フロントパネル１０の構成について、図６を参照して説明する。
　図６は、フロントパネル１０の分解斜視図である。
【００７６】
　図６に示すように、フロントパネル１０は、装飾枠１０１と、装飾枠１０１に取り付け
られる可動装飾ユニット１２１とを備えている。
【００７７】
［装飾枠］
　装飾枠１０１は、枠部１１１と、枠部１１１の開口をパネル開口１０１ａ，１０１ｂ，
１０１ｃに区画する仕切り片１１２，１１３とを有している。枠部１１１は、略四角形の
枠状に形成されている。この枠部１１１には、ランプ２１ａ，２１ｂを含むランプ群２１
が設けられている。
【００７８】
　仕切り片１１２，１１３は、上下方向に適当な距離をあけて配置されており、水平方向
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に延びる棒状に形成されている。これら仕切り片１１２，１１３によって区画されたパネ
ル開口１０１ａ，１０１ｂ，１０１ｃは、上下方向に並んでいる。すなわち、パネル開口
１０１ａは、枠部１１１の上段に位置し、パネル開口１０１ｂは、枠部１１１の中段に位
置する。そして、パネル開口１０１ｃは、枠部１１１の下段に位置する。
【００７９】
　また、仕切り片１１２には、タッチセンサ２２（図４及び図５参照）が設けられている
。このタッチセンサ２２としては、例えば、抵抗膜方式、表面弾性波方式、赤外線方式、
電磁誘導方式、静電容量方式等を採用することができる。
【００８０】
　パネル開口１０１ａ，１０１ｂ，１０１ｃは、透明の保護カバー１０２ａ，１０２ｂ，
１０２ｃによって塞がれている。遊技者は、保護カバー１０２ａ，１０２ｃを介して、パ
ネル開口１０１ａ，１０１ｃに露出される液晶表示装置１１の表示部１１ａ（図２参照）
を視認することができる。また、保護カバー１０２ｂを介して、パネル開口１０１ｂに露
出される３つのリール３Ｌ，３Ｃ，３Ｒ（図２参照）及び液晶表示装置１１の表示部１１
ａを視認することができる。
【００８１】
［可動装飾ユニット］
　次に、可動装飾ユニット１２１の構成について、図６～図９を参照して説明する。
　図７は、可動装飾ユニット１２１の分解斜視図である。図８は、可動装飾ユニット１２
１から正面カバーを取り外した状態を示す正面図である。図９は、可動装飾ユニット１２
１の横断面図である。
【００８２】
　図６及び図７を示すように、可動装飾ユニット１２１は、ベース部材１２２と、第１移
動部材１２３と、第２移動部材１２４と、第１移動機構１２５と、第２移動機構１２６と
、ガイドレール１２７とを備えている。
【００８３】
　図７に示すように、ベース部材１２２は、ベース本体１３１と、前面カバー１３２と、
後面カバー１３３とを有している。ベース本体１３１は、左右方向（横方向）に長い長方
形の箱状に形成されており、パチスロ１（図２参照）の前後方向に直交する一方の面であ
る前面と、上下方向の一方の面である下面が開口されている。
【００８４】
　ベース本体１３１は、上部１３１ａと、左右の側部１３１ｂ，１３１ｃと、後部１３１
ｄとを有している。上部１３１ａには、ユニット固定部材１２８Ａ，１２８Ｂ（図６参照
）が接合される。ベース部材１２２は、ユニット固定部材１２８Ａ，１２８Ｂを介して、
装飾枠１０１の内面に固定される。
【００８５】
　後部１３１ｄの内面には、第１移動機構１２５を構成する第１駆動プーリ１６２及び第
２移動機構１２６を構成する第２駆動プーリ１７２等が配設される。また、後部１３１ｄ
の内面には、第１移動部材１２３及び第２移動部材１２４の移動を案内するガイドシャフ
ト１３５が固定されている。このガイドシャフト１３５は、左右方向に延びる棒状に形成
されている。第１移動部材１２３及び第２移動部材１２４は、ガイドシャフト１３５に沿
って左右方向に移動する。
【００８６】
　また、ベース本体１３１の後面側であって左右方向の一方（前方から見て左側）の端部
には、フロントドア２ｂのヒンジとの干渉を避けるための切欠き部１３６が設けられてい
る。すなわち、ベース本体１３１の切欠き部１３６によって形成される空間には、フロン
トドア２ｂ（図２参照）のヒンジが配置される。
【００８７】
　前面カバー１３２は、ベース本体１３１の前面側の開口を塞ぐ。この前面カバー１３２
は、左右方向に長い長方形の板状に形成されている。この前面カバー１３２は、ベース本
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体１３１に固定ねじ（不図示）を用いて固着されている。前面カバー１３２におけるベー
ス本体１３１に対向する面と反対側の面には、第１移動機構１２５を構成する第１モータ
１６４と、第２移動機構１２６を構成する第２モータ１７４が固定されている。
【００８８】
　後面カバー１３３は、ベース本体１３１の後部１３１ｄに設けられた後述する基板用凹
部３０１及びケーブル用凹部３０２（図１５参照）を塞ぐ。この後面カバー１３３は、左
右方向に長い板状に形成されており、基板用凹部３０１を塞ぐ基板閉塞部１３７と、ケー
ブル用凹部３０２を塞ぐケーブル閉塞部１３８とを有する。
【００８９】
　後面カバー１３３におけるケーブル閉塞部１３８のベース本体１３１に対向する面には
、リブ１３９が設けられている。このリブ１３９は、ケーブル閉塞部１３８から略垂直に
突出する板状に形成されており、左右方向に延びている。リブ１３９は、後述するフレキ
シブルフラットケーブル３２１，３２２（図１５参照）の変形を案内する。
【００９０】
　図７及び図８に示すように、第１移動部材１２３は、移動部材本体１４１と、移動部材
本体１４１に固定されたスライダ１４２とを有する。移動部材本体１４１は、パチスロ１
の前方から見て右側方が開口された枠状に形成されており、側辺部１４３と、上辺部１４
４と、下辺部１４５から構成されている。側辺部１４３は、上下方向に延びており、上辺
部１４４は、側辺部１４３の上部に連続して右方向に延びている。また、下辺部１４５は
、側辺部１４３の下部に連続して右方向に延びている。
【００９１】
　移動部材本体１４１の側辺部１４３には、複数の発光部１４６が設けられている。この
発光部１４６は、側辺部１４３に設けられた光源（不図示）からの光を透過させる。発光
部１４６としては、例えば、透明又は半透明の樹脂材料により形成することができる。ま
た、側辺部１４３の下面には、係合突部１４７が設けられている。この係合突部１４７は
、ガイドレール１２７に摺動可能に係合する。
【００９２】
　スライダ１４２は、移動部材本体１４１の側辺部１４３及び上辺部１４４に固定されて
いる。そして、スライダ１４２は、ガイドシャフト１３５に摺動可能に嵌合している。こ
れにより、第１移動部材１２３は、ガイドシャフト１３５及びガイドレール１２７に案内
されて、左右方向に移動する。
【００９３】
　第２移動部材１２４は、移動部材本体１５１と、移動部材本体１５１に固定されたスラ
イダ１５２とを有する。移動部材本体１５１は、第１移動部材１２３と左右対称の形状で
あり、パチスロ１の前方から見て左側方が開口された枠状に形成されている。
【００９４】
　移動部材本体１５１は、側辺部１５３と、上辺部１５４と、下辺部１５５から構成され
ている。側辺部１５３は、上下方向に延びており、上辺部１５４は、側辺部１５３の上部
に連続して左方向に延びている。また、下辺部１５５は、側辺部１５３の下部に連続して
左方向に延びている。
【００９５】
　移動部材本体１５１の側辺部１５３には、複数の発光部１５６が設けられている。この
発光部１５６は、側辺部１５３に設けられた光源（不図示）からの光を透過させる。発光
部１５６としては、例えば、透明又は半透明の樹脂材料により形成することができる。ま
た、側辺部１５３の下面には、係合突部１５７が設けられている。この係合突部１５７は
、ガイドレール１２７に摺動可能に係合する。
【００９６】
　スライダ１５２は、移動部材本体１５１の側辺部１５３及び上辺部１５４に固定されて
いる。そして、スライダ１５２は、ガイドシャフト１３５に摺動可能に嵌合している。こ
れにより、第２移動部材１２４は、ガイドシャフト１３５及びガイドレール１２７に案内
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されて、左右方向に移動する。なお、スライダ１５２の構成は、スライダ１４２の構成と
同様である。これらスライダ１４２，１５２の構成については、後で図１２～図１４を参
照して説明する。
【００９７】
　第１移動部材１２３の上辺部１４４は、第２移動部材１２４の上辺部１５４に対向し、
第１移動部材１２３の下辺部１４５は、第２移動部材１２４の下辺部１５５に対向してい
る。これにより、第１移動部材１２３及び第２移動部材１２４が相対的に接近すると、第
１移動部材１２３と第２移動部材１２４は、略四角形の枠体４００（図２８参照）を形成
する。
【００９８】
　第１移動機構１２５は、第１移動部材１２３を左右方向に移動させる。この第１移動機
構１２５は、第１ベルト１６１と、第１駆動プーリ１６２と、第１従動プーリ１６３と、
第１モータ１６４と、第１ギヤ１６５とを備えている。
【００９９】
　第１ベルト１６１は、ゴム材料によって無端状に形成されている。この第１ベルト１６
１は、第１駆動プーリ１６２及び第１従動プーリ１６３に巻き掛けられることにより、左
右方向に細長い環状になる。第１ベルト１６１の直線部には、第１移動部材１２３のスラ
イダ１４２が固定される。したがって、第１ベルト１６１が回転すると、第１移動部材１
２３は、左右方向に移動する。
【０１００】
　第１駆動プーリ１６２は、第１ギヤ１６５に噛み合う歯部と、第１ベルト１６１が巻き
掛けられる巻き掛け部とを有している。この第１駆動プーリ１６２は、ベース本体１３１
の左右方向の中央部よりも少し右側に配置されており、第１駆動プーリ１６２の回転軸は
、前後方向に延びている。
【０１０１】
　第１従動プーリ１６３は、ベース本体１３１の左右方向の左側端部に配置されており、
第１従動プーリ１６３の回転軸は、前後方向に延びている。第１従動プーリ１６３の回転
軸は、軸受け部材１６６に支持されている。軸受け部材１６６は、ベース本体１３１に設
けられたガイド片（不図示）に摺動可能に係合しており、左右方向にのみ移動可能となっ
ている。
【０１０２】
　軸受け部材１６６は、付勢部材の一具体例である圧縮コイルばね１６７によって左方向
へ付勢されている。すなわち、圧縮コイルばね１６７の一端は、軸受け部材１６６に当接
し、圧縮コイルばね１６７の他端は、ベース本体１３１に設けられたばね押え片１３１ｅ
に当接している。したがって、軸受け部材１６６に支持された第１従動プーリ１６３は、
第１ベルト１６１に張力を付与するためのテンションローラの役割を兼ねている。
【０１０３】
　第１モータ１６４は、前述したように、前面カバー１３２に固定されている。この第１
モータ１６４としては、例えば、ステッピングモータを適用することができる。第１モー
タ１６４の回転軸１６４ａは、前後方向に延びており、前面カバー１３２を貫通してベー
ス本体１３１の内部に配置されている。第１モータ１６４の回転軸１６４ａには、第１ギ
ヤ１６５が固定されている。
【０１０４】
　第１モータ１６４の回転軸１６４ａが一方の回転方向（右回り）に回転すると、第１ギ
ヤ１６５が一方の回転方向に回転する。これにより、第１ギヤ１６５に噛み合った第１駆
動プーリ１６２が他方の回転方向（左回り）に回転する。その結果、第１ベルト１６１が
他方の回転方向に回転し、第１移動部材１２３が右方向へ移動する。
【０１０５】
　また、第１モータ１６４の回転軸１６４ａが他方の回転方向（左回り）に回転すると、
第１ギヤ１６５が他方の回転方向に回転する。これにより、第１ギヤ１６５に噛み合った
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第１駆動プーリ１６２が一方の回転方向（右回り）に回転する。その結果、第１ベルト１
６１が一方の回転方向に回転し、第１移動部材１２３が左方向へ移動する。
【０１０６】
　第２移動機構１２６は、第２移動部材１２４を左右方向に移動させる。この第２移動機
構１２６は、第１移動機構１２５と同様な構成を有しており、第２ベルト１７１と、第２
駆動プーリ１７２と、第２従動プーリ１７３と、第２モータ１７４と、第２ギヤ１７５と
を備えている。
【０１０７】
　第２ベルト１７１は、ゴム材料によって無端状に形成されており、第２駆動プーリ１７
２及び第２従動プーリ１７３に巻き掛けられて、左右方向に細長い環状になる。第２ベル
ト１７１の直線部には、第２移動部材１２４のスライダ１５２が固定される。したがって
、第２ベルト１７１が回転すると、第２移動部材１２４は、左右方向に移動する。
【０１０８】
　第２駆動プーリ１７２は、第２ギヤ１７５に噛み合う歯部と、第２ベルト１７１が巻き
掛けられる巻き掛け部とを有している。この第２駆動プーリ１７２は、ベース本体１３１
の左右方向の中央部よりも少し左側に配置されており、第２駆動プーリ１７２の回転軸は
、前後方向に延びている。
【０１０９】
　第２従動プーリ１７３は、ベース本体１３１の左右方向の右側端部に配置されており、
第２従動プーリ１７３の回転軸は、前後方向に延びている。第２従動プーリ１７３の回転
軸は、軸受け部材１７６に支持されている。軸受け部材１７６は、ベース本体１３１に設
けられたガイド片（不図示）に摺動可能に係合しており、左右方向にのみ移動可能となっ
ている。
【０１１０】
　軸受け部材１７６は、付勢部材の一具体例である圧縮コイルばね１７７によって右方向
へ付勢されている。すなわち、圧縮コイルばね１７７の一端は、ベース本体１３１に設け
られたばね押え片１３１ｆに当接し、圧縮コイルばね１７７の他端は、軸受け部材１７６
に当接している。これにより、軸受け部材１７６に支持された第２従動プーリ１７３は、
第２ベルト１７１に張力を付与するためのテンションローラの役割を兼ねている。
【０１１１】
　第２モータ１７４は、前述したように、前面カバー１３２に固定されている。この第２
モータ１７４としては、例えば、ステッピングモータを適用することができる。第２モー
タ１７４の回転軸１７４ａは、前後方向に延びており、前面カバー１３２を貫通してベー
ス本体１３１の内部に配置されている。この回転軸１７４ａには、第２ギヤ１７５が固定
されている。
【０１１２】
　第２モータ１７４の回転軸１７４ａが一方の回転方向（右回り）に回転すると、第２ギ
ヤ１７５が一方の回転方向に回転する。これにより、第２ギヤ１７５に噛み合った第２駆
動プーリ１７２が他方の回転方向（左回り）に回転する。その結果、第１ベルト１６１が
他方の回転方向に回転し、第２移動部材１２４が右方向へ移動する。
【０１１３】
　また、第２モータ１７４の回転軸１７４ａが他方の回転方向（左回り）に回転すると、
第２ギヤ１７５が他方の回転方向に回転する。これにより、第２ギヤ１７５に噛み合った
第２駆動プーリ１７２が一方の回転方向（右回り）に回転する。その結果、第２ベルト１
７１が一方の回転方向に回転し、第２移動部材１２４が左方向へ移動する。
【０１１４】
　図９に示すように、第１移動機構１２５の第１ベルト１６１、第１駆動プーリ１６２及
び第１従動プーリ１６３は、第２移動機構１２６の第２ベルト１７１、第２駆動プーリ１
７２及び第２従動プーリ１７３よりも前方に配置されている。そして、第１ベルト１６１
と第２ベルト１７１の一部は、前後方向に重なっている。
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【０１１５】
　第１ベルト１６１における第１従動プーリ１６３側の端部は、第２ベルト１７１に前後
方向で重ならず、ベース本体１３１の切欠き部１３６の前方に配置されている。したがっ
て、第１ベルト１６１における第１従動プーリ１６３側の端部は、フロントドア２ｂ（図
２参照）のヒンジに前後方向で重なる。
【０１１６】
　このように、本実施形態では、第１ベルト１６１を第２ベルト１７１よりも前方に配置
し、第１ベルト１６１における第２ベルト１７１に前後方向で重ならない側の少なくとも
一部を、フロントドア２ｂのヒンジに前後方向で重なるようにした。これにより、フロン
トドア２ｂにおけるヒンジの前方には、第１ベルト１６１及び第１従動プーリ１６３を配
置するためのスペースを確保すればよい。
【０１１７】
　すなわち、フロントドア２ｂにおけるヒンジの前方には、第２ベルト１７１を配置する
ためのスペースを確保する必要が無い。これにより、ベース本体１３１における第１ベル
ト１６１及び第１従動プーリ１６３の後方にヒンジとの干渉を避けるための切欠き部１３
６を設けることができる。その結果、ヒンジと可動装飾ユニット１２１を配置するための
スペースを前後方向に小さくすることができ、フロントドア２ｂにおける限られたスペー
スを有効に活用することができる。
【０１１８】
　また、第１ベルト１６１における第２ベルト１７１に前後方向で重ならない側の少なく
とも一部を、フロントドア２ｂのヒンジに前後方向で重なるようにしたことにより、前後
方向でヒンジに重なる位置まで第１移動部材１２３を移動させることができる。さらに、
第１ベルト１６１と第２ベルト１７１が前後方向に重なるように配置されているため、第
１移動機構１２５及び第２移動機構１２６を配置するための上下方向のスペースを縮小す
ることができる。
【０１１９】
　また、第２ベルト１７１における第１ベルト１６１に前後方向で重ならない側の前方に
スペースを確保することが可能になる。これにより、第２ベルト１７１における第１ベル
ト１６１に前後方向で重ならない側の前方に、遊技者が視認可能な演出用装置などを配置
することができる。
【０１２０】
＜従動プーリの構成＞
　次に、第１移動機構１２５及び第２移動機構１２６の第１従動プーリ１６３及び第２従
動プーリ１７３の構成について、図１０及び図１１を参照して説明する。 
　図１０は、従動プーリ１６３，１７３の斜視図である。図１１は、従動プーリ１６３，
１７３の分解斜視図である。
【０１２１】
　図１０及び図１１に示すように、従動プーリ１６３，１７３は、ベルト１６１，１７１
（図７～図９参照）が巻き掛けられるギヤ部材１８１と、ギヤ部材１８１を厚み方向に挟
む一対の側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂとを備えている。ギヤ部材１８１及び一対の側壁部
材１９１Ａ，１９１Ｂは、樹脂材料により形成されている。
【０１２２】
　本実施形態では、従動プーリ１６３，１７３に巻き掛けられる第１ベルト１６１及び第
２ベルト１７１をゴム材料によって形成した。そのため、ベルトを金属ワイヤで形成する
場合よりも、従動プーリ１６３，１７３及び駆動プーリ１６２，１７２の強度を小さくす
ることができる。
【０１２３】
　その結果、金属材料よりも費用を抑制することができる樹脂材料を用いて従動プーリ１
６３，１７３及び駆動プーリ１６２，１７２を形成することができる。したがって、移動
機構１２５，１２６（図７及び図８参照）を製造するためのコストを削減でき、且つ、移
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動機構１２５，１２６の軽量化を図ることができる。
【０１２４】
［ギヤ部材］
　図１１に示すように、ギヤ部材１８１は、略円形の板状に形成されており、側周面にベ
ルト１６１，１７１が巻き掛けられる。このギヤ部材１８１の側周面には、歯部１８２が
形成されている。ギヤ部材１８１における平面１８１ａ，１８１ｂは、同一形状に形成さ
れている。ギヤ部材１８１の平面１８１ａ，１８１ｂには、それぞれ円形の凹部１８３ａ
，１８３ｂが設けられている。この凹部１８３ａ，１８３ｂの中心は、ギヤ部材１８１の
中心に一致している。
【０１２５】
　さらに、ギヤ部材１８１には、４つの爪挿通孔１８５ａ，１８５ｂ，１８５ｃ，１８５
ｄと、軸貫通孔（不図示）が設けられている。４つの爪挿通孔１８５ａ，１８５ｂ，１８
５ｃ，１８５ｄ及び軸貫通孔は、それぞれギヤ部材１８１を厚み方向に貫通している。軸
貫通孔は、円形に形成されており、凹部１８３ａ，１８３ｂの底面における中心部に開口
されている。
【０１２６】
　４つの爪挿通孔１８５ａ，１８５ｂ，１８５ｃ，１８５ｄは、四角形に形成されている
。爪挿通孔１８５ａ，１８５ｂは、ギヤ部材１８１の径方向に並んでおり、軸貫通孔（不
図示）を挟んでいる。これら爪挿通孔１８５ａ，１８５ｂには、側壁部材１９１Ａの後述
する係合爪１９６ａ，１９６ｂが挿入される。
【０１２７】
　また、爪挿通孔１８５ｃ，１８５ｄは、ギヤ部材１８１の径方向であって爪挿通孔１８
５ａ，１８５ｂが並ぶ方向に直交する方向に並んでおり、軸貫通孔（不図示）を挟んでい
る。これら爪挿通孔１８５ｃ，１８５ｄには、側壁部材１９１Ｂの後述する係合爪１９６
ａ，１９６ｂが挿入される。
【０１２８】
　ギヤ部材１８１の凹部１８３ａには、本発明の嵌合突部の一具体例を示す筒突部１８６
が設けられている。この筒突部１８６は、凹部１８３ａの底面から略垂直に突出する円筒
状に形成されており、軸貫通孔（不図示）を囲んでいる。筒突部１８６の筒孔１８６ａは
、軸貫通孔（不図示）に連通している。
【０１２９】
　筒突部１８６の内周面には、筒突部１８６の上面（凹部１８３ａの底面側とは反対の端
面）に向かうにつれて筒孔１８６ａの径を大きくするテーパ面１８６ｂが形成されている
。このテーパ面１８６ｂにより、軸ピン（不図示）を筒孔１８６ａに容易に挿入すること
ができる。なお、テーパ面１８６ｂ以外の筒孔１８６ａの径は、軸貫通孔（不図示）の径
と略等しい。
【０１３０】
　また、ギヤ部材１８１の凹部１８３ｂには、筒突部１８７が設けられている。この筒突
部１８７は、筒突部１８６と同じ形状であり、テーパ面（不図示）を有している。筒突部
１８７の筒孔（不図示）、筒突部１８６の筒孔１８６ａ及び軸貫通孔（不図示）には、従
動プーリ１６３，１６４の回転軸（不図示）が貫通する。
【０１３１】
［一対の側壁部材］
　一対の側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂは、同一形状に形成されている。図１１に示すよう
に、側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂは、ギヤ部材１８１よりも大きい径である円形の板状に
形成されており、一方の平面１９１ａと、他方の平面１９１ｂとを有している。側壁部材
１９１Ａの平面１９１ｂは、ギヤ部材１８１の平面１８１ａに対向し、側壁部材１９１Ｂ
の平面１９１ｂは、ギヤ部材１８１の平面１８１ｂに対向する。
【０１３２】
　側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂは、嵌合孔１９２と、４つの貫通孔１９３ａ，１９３ｂ，
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１９３ｃ，１９３ｄが設けられている。嵌合孔１９２及び４つの貫通孔１９３ａ，１９３
ｂ，１９３ｃ，１９３ｄは、それぞれ側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂを厚み方向に貫通して
いる。
【０１３３】
　嵌合孔１９２は、円形に形成されており、平面１９１ａ，１９１ｂにおける中心部に開
口されている。側壁部材１９１Ａの嵌合孔１９２には、ギヤ部材１８１の筒突部１８６が
嵌入され、側壁部材１９１Ｂの嵌合孔１９２には、ギヤ部材１８１の筒突部１８７が嵌入
される。したがって、嵌合孔１９２の直径は、筒突部１８６，１８７外径と略等しい大き
さに設定されている。
【０１３４】
　４つの貫通孔１９３ａ，１９３ｂ，１９３ｃ，１９３ｄは、四角形に形成されている。
貫通孔１９３ａ，１９３ｂは、側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂの径方向に並んでおり、嵌合
孔１９２を挟んでいる。また、貫通孔１９３ｃ，１９３ｄは、側壁部材１９１Ａ，１９１
Ｂの径方向あって貫通孔１９３ａ，１９３ｂが並ぶ方向に直交する方向に並んでおり、嵌
合孔１９２を挟んでいる。
【０１３５】
　側壁部材１９１Ａの貫通孔１９３ｃ，１９３ｄには、側壁部材１９１Ｂの後述する係合
爪１９６ａ，１９６ｂが挿入される。すなわち、側壁部材１９１Ａの貫通孔１９３ｃ，１
９３ｄは、側壁部材１９１Ｂの後述する係合爪１９６ａ，１９６ｂとの干渉を避けるため
に設けられている。
【０１３６】
　また、側壁部材１９１Ｂの貫通孔１９３ｃ，１９３ｄには、側壁部材１９１Ａの後述す
る係合爪１９６ａ，１９６ｂが挿入される。すなわち、側壁部材１９１Ｂの貫通孔１９３
ｃ，１９３ｄは、側壁部材１９１Ａの後述する係合爪１９６ａ，１９６ｂとの干渉を避け
るために設けられている。
【０１３７】
　貫通孔１９３ｃ，１９３ｄは、係合爪１９６ａ，１９６ｂが挿入可能な大きさに設定さ
れている。なお、本実施形態では、４つの貫通孔１９３ａ，１９３ｂ，１９３ｃ，１９３
ｄは、全て同じ大きさに設定されている。
【０１３８】
　側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂの平面１９１ｂには、ガイド筒部１９５と、２つの係合爪
１９６ａ，１９６ｂと、４つの係合突部１９７が設けられている。ガイド筒部１９５は、
平面１９１ｂから略垂直に突出しており、嵌合孔１９２を囲んでいる。ガイド筒部１９５
の筒孔は、嵌合孔１９２に連通している。 
【０１３９】
　側壁部材１９１Ａのガイド筒部１９５には、ギヤ部材１８１の筒突部１８６が挿入され
、側壁部材１９１Ｂのガイド筒部１９５には、ギヤ部材１８１の筒突部１８７が挿入され
る。これにより、側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂとギヤ部材１８１との位置合わせを容易に
行うことができる。
【０１４０】
　また、ガイド筒部１９５の内周面には、ガイド筒部１９５の上面（平面１９１ｂとは反
対側の端面）に向かうにつれて筒孔の径を大きくするテーパ面１９５ａが形成されている
。ガイド筒部１９５の内周面にテーパ面１９５ａを設けることにより、筒突部１８６，１
８７をガイド筒部１９５の筒孔に容易に挿入することができる。なお、ガイド筒部１９５
におけるテーパ面１９５ａ以外の筒孔の径は、ギヤ部材１８１の筒突部１８６，１８７の
径と略等しい。
【０１４１】
　係合爪１９６ａは、貫通孔１９３ａの周縁部から略垂直に突出しており、係合爪１９６
ｂは、貫通孔１９３ｂの周辺部から略垂直に突出している。係合爪１９６ａ，１９６ｂは
、撓み変形可能に形成されている。
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【０１４２】
　側壁部材１９１Ａの係合爪１９６ａ，１９６ｂは、ギヤ部材１８１の爪挿通孔１８５ａ
，１８５ｂに挿入される。爪挿通孔１８５ａ，１８５ｂに挿入された側壁部材１９１Ａの
係合爪１９６ａ，１９６ｂは、爪挿通孔１８５ａ，１８５ｂを貫通して、ギヤ部材１８１
における凹部１８３ｂの底面に係合する。
　なお、係合爪１９６ａ，１９６ｂにおける凹部１８３ｂの底面から突出した部分は、側
壁部材１９１Ｂの貫通孔１９３ｃ，１９３ｄに配置され、側壁部材１９１Ｂの平面１９１
ａから突出しない。
【０１４３】
　側壁部材１９１Ｂの係合爪１９６ａ，１９６ｂは、ギヤ部材１８１の爪挿通孔１８５ｃ
，１８５ｄに挿入される。爪挿通孔１８５ｃ，１８５ｄに挿入された側壁部材１９１Ｂの
係合爪１９６ａ，１９６ｂは、爪挿通孔１８５ｃ，１８５ｄを貫通して、ギヤ部材１８１
における凹部１８３ａの底面に係合する。
　なお、係合爪１９６ａ，１９６ｂにおける凹部１８３ａの底面から突出した部分は、側
壁部材１９１Ａの貫通孔１９３ｃ，１９３ｄに配置され、側壁部材１９１Ａの平面１９１
ａから突出しない（図１０参照）。
【０１４４】
　４つの係合突部１９７は、側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂの周方向に隣り合う貫通孔の間
（例えば、貫通孔１９３ｂ，１９３ｄ間）に配置されている。４つの係合突部１９７は、
平面１９１ｂから略垂直に突出しており、側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂの同心円に沿った
円弧状に形成されている。
【０１４５】
　側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂの４つの係合突部１９７は、それぞれギヤ部材１８１の凹
部１８３ａ，１８３ｂの壁面に係合する。これにより、側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂとギ
ヤ部材１８１との固定を強固にすることができる。
【０１４６】
　本実施形態では、一対の側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂの径を、ギヤ部材１８１の径より
も大きくした。これにより、一対の側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂは、ギヤ部材１８１に巻
き掛けられたベルト１６１，１７１（図７及び図８参照）の側面に対向して、ベルト１６
１，１７１がギヤ部材１８１から外れないようにする。
【０１４７】
　また、本実施形態では、一対の側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂを同一形状にしたため、側
壁部材１９１Ａと側壁部材１９１Ｂとを入れ替えて従動プーリ１６３，１７３を構成する
ことができる。つまり、側壁部材１９１Ａと側壁部材１９１Ｂのいずれをギヤ部材１８１
の平面１８１ａに対向させてもよく、従動プーリ１６３，１７３の組立作業を単純化する
ことができる。
【０１４８】
　また、一対の側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂを同一形状にしたため、側壁部材１９１Ａ，
１９１Ｂを成形するための型を共通にすることができ、従動プーリ１６３，１７３の製造
コストを削減することができる。
【０１４９】
　また、側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂに設けた２つの係合爪１９６ａ，１９６ｂが、嵌合
孔１９２を挟んで側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂの径方向に並んでいる。これにより、側壁
部材１９１Ａの２つの係合爪１９６ａ，１９６ｂを結ぶ線と、側壁部材１９１Ｂの２つの
係合爪１９６ａ，１９６ｂを結ぶ線が、ギヤ部材１８１の中心で交差する。
【０１５０】
　その結果、一対の側壁部材１９１Ａ，１９１Ｂを同一形状にしても、一対の側壁部材１
９１Ａ，１９１Ｂとギヤ部材１８１との係合箇所が特定の領域に偏ることは無い。したが
って、従動プーリ１６３，１７３を組立式にしても適当な強度を保つことができる。
【０１５１】
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　また、本実施形態では、従動プーリ１６３，１６４の回転軸（不図示）が貫通する筒突
部１８７の筒孔（不図示）、筒突部１８６の筒孔１８６ａ及び軸貫通孔（不図示）を、ギ
ヤ部材１８１に設けた。これにより、従動プーリ１６３，１６４を組立式にしても、回転
軸が通過する部品をギヤ部材１８１のみとなる。したがって、ギヤ部材１８１に対して側
壁部材１９１Ａ，１９１Ｂが多少ずれて固定されても、従動プーリ１６３，１６４を円滑
に回転させることができる。
【０１５２】
＜スライダの構成＞
　次に、スライダ１４２，１５２の構成について、図１２～図１４を参照して説明する。
　図１２は、第２移動部材１２４を正面側から見た斜視図である。図１３は、第２移動部
材１２４におけるスライダ１５２の分解斜視図である。図１４は、第２移動部材１２４に
おけるスライダ１５２の横断面図である。
【０１５３】
　第１移動部材１２３のスライダ１４２と第２移動部材１２４のスライダ１５２は、同様
の構成を有している。そのため、ここでは、第２移動部材１２４のスライダ１５２につい
て説明する。
【０１５４】
　図１３に示すように、第２移動部材１２４のスライダ１５２は、移動部材本体１５１の
上部に固定されたスライドベース２０１と、ガイドシャフト１３５に移動可能に嵌合し、
スライドベースに収納された２つの嵌合筒２０２，２０３とを備える。
【０１５５】
　スライドベース２０１は、合成樹脂によって中空の略直方体状に形成されており、パチ
スロ１の前後方向に対向する第１部材２１１及び第２部材２１２を有している。第１部材
２１１は、第２部材２１２よりも後方に配置され、前面（第２部材２１２側の面）が開口
された略直方体状に形成されている。第２部材２１２は、後面（第１部材２１１側）が開
口された略直方体状に形成されている。
【０１５６】
［第１部材］
　第１部材２１１は、上下方向に対向する上面部２１１ａ及び下面部２１１ｂと、左右の
側面部２１１ｃ，２１１ｄと、後面部２１１ｅとを有している。第１部材２１１の後面部
２１１ｅは、移動部材本体１５１の上部に当接する。また、第１部材２１１は、複数の固
定ねじ２１０（図１３参照）を用いて移動部材本体１５１の上部に固定される。
【０１５７】
　第１部材２１１の上面部２１１ａには、突起２１３，２１３が設けられている。この突
起２１３，２１３は、第２部材２１２の後述する突起係合部２３３，２３３に係合する。
第１部材２１１の側面部２１１ｃには、半円形の切欠き２１４と、突起２１５が設けられ
ている。切欠き２１４は、側面部２１１ｃの上部に形成され、突起２１５は、側面部２１
１ｃの下部に形成されている。突起２１５は、第２部材２１２の後述する突起係合部２３
５に係合する。
【０１５８】
　第１部材２１１の側面部２１１ｄには、半円形の切欠き２１６と、突起（不図示）が設
けられている。切欠き２１６は、側面部２１１ｄの上部に形成されており、不図示の係止
突起は、側面部２１１ｄの下部に形成されている。切欠き２１６の径は、側面部２１１ｃ
の切欠き２１４の径と等しい。第１部材２１１の突起（不図示）は、第２部材２１２の後
述する側面部２１２ｄに設けられた突起係合部（不図示）に係合する。
【０１５９】
　第１部材２１１の内部には、収納部形成用リブ２２１，２２２と、複数の第１補強リブ
２２３と、複数の第２補強リブ２２４が設けられている。
【０１６０】
　収納部形成用リブ２２１は、板状に形成されており、側面部２１１ｃに所定の距離をあ
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けて対向している。この収納部形成用リブ２２１には、回転規制突起２２６と、半円形の
切欠きが形成されている。回転規制突起２２６は、側面部２１１ｃに対向する平面から突
出している。この回転規制突起２２６は、嵌合筒２０２の後述する切欠き部２５１内に配
置される。
【０１６１】
　収納部形成用リブ２２１の切欠きは、側面部２１１ｃの切欠き２１４に対向している。
収納部形成用リブ２２１の切欠きの径は、側面部２１１ｃ，２１１ｄの切欠き２１４，２
１６の径と等しい。
【０１６２】
　収納部形成用リブ２２２は、板状に形成されており、側面部２１１ｄに所定の距離をあ
けて対向している。この収納部形成用リブ２２２には、収納部形成用リブ２２１と同様に
、回転規制突起２２７（図１４参照）と、半円形の切欠きが形成されている。回転規制突
起２２７は、側面部２１１ｃに対向する平面から突出している。この回転規制突起２２７
は、嵌合筒２０３の後述する切欠き部２５２内に配置される。
【０１６３】
　収納部形成用リブ２２２の切欠きは、側面部２１１ｄの切欠き２１６に対向している。
収納部形成用リブ２２２の切欠きの径は、側面部２１１ｃ，２１１ｄの切欠き２１４，２
１６の径と等しい。
【０１６４】
　複数の第１補強リブ２２３は、収納部形成用リブ２２１，２２２間に配置されている。
複数の第１補強リブ２２３は、収納部形成用リブ２２１，２２２と同一形状に形成されて
いる。なお、複数の第１補強リブ２２３には、回転規制突起が形成されていない。
【０１６５】
　複数の第２補強リブ２２４は、板状に形成されており、側面部２１１ｃと収納部形成用
リブ２２１との間と、側面部２１１ｄと収納部形成用リブ２２２との間に配置されている
。この収納部形成用リブ２２２には、半円形の切欠きが形成されている。第２補強リブ２
２４の切欠きの径は、側面部２１１ｃ，２１１ｄの切欠き２１４，２１６の径よりも大き
い。
【０１６６】
［第２部材］
　第２部材２１２は、上下方向に対向する上面部２１２ａ及び下面部２１２ｂと、左右の
側面部２１２ｃ，２１２ｄと、前面部２１２ｅとを有している。第２部材２１２の上面部
２１２ａには、ベルト固定部２３１と、突起係合部２３３，２３３が設けられている。ベ
ルト固定部２３１は、接着剤や固定ねじを用いて第２ベルト１７１に固定される。また、
突起係合部２３３，２３３は、第１部材２１１の突起２１３，２１３に係合する。
【０１６７】
　第２部材２１２の側面部２１２ｃには、半円形の切欠き２３４（図１４参照）と、突起
係合部２３５が設けられている。切欠き２３４は、側面部２１２ｃの上部に形成され、突
起係合部２３５は、側面部２１２ｃの下部に形成されている。突起係合部２３５は、第１
部材２１１の突起２１５に係合する。
【０１６８】
　切欠き２３４の径は、第１部材２１１における側面部２１２ｃの切欠き２１４の径と等
しい。第２部材２１２の切欠き２３４と第１部材の切欠き２１４は、パチスロ１の前後方
向で対向し、略円形の貫通孔２６１（図１４参照）を形成する。
【０１６９】
　第２部材２１２の側面部２１２ｄには、半円形の切欠き２３６（図１４、図１９及び図
２０参照）と、突起係合部（不図示）が設けられている。切欠き２３６は、側面部２１２
ｄの上部に形成されており、不図示の突起係合部は、側面部２１２ｄの下部に形成されて
いる。第２部材２１２の突起係合部（不図示）は、第１部材２１１の側面部２１１ｄに設
けた突起（不図示）に係合する。
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【０１７０】
　切欠き２３６の径は、第１部材２１１における側面部２１２ｄの切欠き２１６の径と等
しい。第２部材２１２の切欠き２３６と第１部材の切欠き２１６は、パチスロ１の前後方
向で対向し、略円形の貫通孔２６２（図１４、図１９及び図２０参照）を形成する。
【０１７１】
　図１４に示すように、第２部材２１２の内部には、収納部形成用リブ２４１，２４２と
、複数の第１補強リブ２４３と、複数の第２補強リブ２４４が設けられている。
【０１７２】
　収納部形成用リブ２４１は、板状に形成されており、側面部２１２ｃに所定の距離をあ
けて対向している。この収納部形成用リブ２４１には、半円形の切欠きが形成されている
。収納部形成用リブ２４１の切欠きは、側面部２１２ｃの切欠き２３４に対向している。
収納部形成用リブ２４１の切欠きの径は、側面部２１２ｃ，２１２ｄの切欠き２３４，２
３６の径と等しい。
【０１７３】
　収納部形成用リブ２４２は、板状に形成されており、側面部２１２ｄに所定の距離をあ
けて対向している。この収納部形成用リブ２４２には、半円形の切欠きが形成されている
。収納部形成用リブ２４２の切欠きは、側面部２１２ｄの切欠き２３６に対向している。
収納部形成用リブ２４２の切欠きの径は、側面部２１２ｃ，２１２ｄの切欠き２３４，２
３６の径と等しい。
【０１７４】
　複数の第１補強リブ２４３は、収納部形成用リブ２４１，２４２間に配置されている。
複数の第１補強リブ２４３は、第１部材２１１の複数の第１補強リブ２２３と同一形状に
形成されている。また、複数の第２補強リブ２４４は、側面部２１２ｃと収納部形成用リ
ブ２４１との間と、側面部２１２ｄと収納部形成用リブ２４２との間に配置されている。
複数の第２補強リブ２４４は、第１部材２１１の複数の第２補強リブ２２４と同一形状に
形成されている。
【０１７５】
［嵌合筒］
　図１３に示すように、２つの嵌合筒２０２，２０３は、合成樹脂によって筒状に形成さ
れており、嵌合筒２０２，２０３の内径は、ガイドシャフト１３５の外径よりも少し大き
い。これにより、２つの嵌合筒２０２，２０３は、ガイドシャフト１３５に摺動可能に嵌
合している。
【０１７６】
　嵌合筒２０２の軸方向の一方の端面には、切欠き部２５１が形成されている。この切欠
き部２５１内には、第１部材２１１の収納部形成用リブ２２１に設けた回転規制突起２２
６が配置される。これにより、嵌合筒２０２におけるガイドシャフト１３５の軸心を中心
とした回転範囲は、所定の角度に規定される。
【０１７７】
　また、嵌合筒２０３の嵌合筒２０２に対向する側の端面には、切欠き部２５２が形成さ
れている。この切欠き部２５２内には、第１部材２１１の収納部形成用リブ２２２に設け
た回転規制突起２２７（図１４参照）が配置される。これにより、嵌合筒２０３における
ガイドシャフト１３５の軸心を中心とした回転範囲は、所定の角度に規定される。
【０１７８】
［筒収容部］
　第１部材２１１の複数の突起２１３，２１５（側面部２１１ｄの不図示の突起を含む）
が、第２部材２１２の複数の突起係合部２３３，２３５（側面部２１２ｄの不図示の突起
係合部を含む）に係合することにより、スライドベース２０１が形成される。
【０１７９】
　図１４に示すように、第１部材２１１の切欠き２１４と第２部材２１２の切欠き２３４
は、スライドベース２０１の右側面に略円形の貫通孔２６１を形成する。また、第１部材
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２１１の切欠き２１６と第２部材２１２の切欠き２３６は、スライドベース２０１の左側
面に略円形の貫通孔２６２を形成する。
【０１８０】
　さらに、貫通孔２６１，２６２、収納部形成用リブ２２１，２２２，２４１，２４２、
複数の第１補強リブ２２３，２４３、複数の第２補強リブ２２４，２４４は、スライドベ
ース２０１にシャフト貫通部２５３を形成する。このシャフト貫通部２５３には、ガイド
シャフト１３５が貫通する。また、スライドベース２０１のシャフト貫通部２５３には、
嵌合筒２０２が収納される筒収納部２６３と、嵌合筒２０３が収納される筒収納部２６４
が形成される。
【０１８１】
　筒収納部２６３は、シャフト貫通部２５３における軸方向の一端部に配置されている。
この筒収納部２６３は、第１部材２１１の側面部２１１ｃ及び収納部形成用リブ２２１と
、第２部材２１２の側面部２１２ｃ及び収納部形成用リブ２４１によって形成されている
。
【０１８２】
　収納部形成用リブ２２１，２４１によって形成される貫通孔と、側面部２１１ｃ，２１
２ｃによって形成される貫通孔２６１の直径は、嵌合筒２０２の外径よりも小さく、ガイ
ドシャフト１３５の外径よりも大きい。また、複数の第２補強リブ２２４，２４４によっ
て形成される貫通孔の直径は、嵌合筒２０２の外径よりも少し大きい。
【０１８３】
　そして、収納部形成用リブ２２１，２４１の側面部２１１ｃ，２１２ｃに対向する平面
から側面部２１１ｃ，２１２ｃの内面までの距離Ｌは、嵌合筒２０２の軸方向の長さＭよ
りも少し大きい。これにより、筒収納部２６３に収納された嵌合筒２０２と、スライドベ
ース２０１との間には間隙が形成されている。
【０１８４】
　筒収納部２６４は、シャフト貫通部２５３における軸方向の他端部に配置されている。
この筒収納部２６４は、第１部材２１１の側面部２１１ｄ及び収納部形成用リブ２２２と
、第２部材２１２の側面部２１２ｄ及び収納部形成用リブ２４２によって形成されている
。
【０１８５】
　収納部形成用リブ２２２，２４２によって形成される貫通孔と、側面部２１１ｄ，２１
２ｄによって形成される貫通孔２６２の直径は、嵌合筒２０３の外径よりも小さく、ガイ
ドシャフト１３５の外径よりも大きい。また、複数の第２補強リブ２２４，２４４によっ
て形成される貫通孔の直径は、嵌合筒２０３の外径よりも少し大きい。 
【０１８６】
　そして、収納部形成用リブ２２２，２４２の側面部２１１ｄ，２１２ｄに対向する平面
から側面部２１１ｄ，２１２ｄの内面までの距離Ｌは、嵌合筒２０３の軸方向の長さＭよ
りも少し大きい。これにより、筒収納部２６４に収納された嵌合筒２０３と、スライドベ
ース２０１との間には間隙が形成されている。
【０１８７】
　本実施形態によれば、スライダ１５２の嵌合筒２０２，２０３をガイドシャフト１３５
に摺動可動に嵌合させる。これにより、スライダ１５２がガイドシャフト１３５に接触す
る部分をある程度確保することができる。そして、嵌合筒２０２，２０３は、スライドベ
ース２０１に設けたシャフト貫通部２５３の両端部に収納されている。これにより、ガイ
ドシャフト１３５の軸方向に直交する方向に延びる仮想軸を中心としたスライダ１５２の
回転可能な角度を小さくすることができる。その結果、第２移動部材１２４の移動時のガ
タツキを抑制することができる。
【０１８８】
　また、本実施形態によれば、スライダ１５２のシャフト貫通部２５３に設けた筒収納部
２６３，２６４に嵌合筒２０２，２０３を収納する。そして、嵌合筒２０２，２０３と、
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スライドベース２０１との間には間隙が形成されている。これにより、第２移動部材１２
４を移動（動作）させるとき及び停止させるときに、２つの嵌合筒２０２，２０３がスラ
イドベース２０１に対して移動する。
【０１８９】
　その結果、２つの嵌合筒２０２，２０３及びスライドベース２０１の一部に外力が集中
しないようにすることができる。したがって、２つの嵌合筒２０２，２０３及びスライド
ベース２０１の破損を防止することができ、第２移動部材１２４の耐久性を高めることが
できる。
【０１９０】
　また、２つの嵌合筒２０２，２０３及びスライドベース２０１の一部に外力が集中しな
いため、２つの嵌合筒２０２，２０３及びスライドベース２０１を合成樹脂（樹脂材料）
によって形成することができる。その結果、第２移動部材１２４及び可動装飾ユニット１
２１（図６参照）を軽量化することができる。
【０１９１】
　さらに、本実施形態によれば、第２移動部材１２４の上部に設けられたスライダ１５２
がガイドシャフト１３５に摺動可能に嵌合し、第２移動部材１２４の下部に設けられた係
合突部１５７がガイドレール１２７に摺動可能に係合している。そのため、第２移動部材
１２４の移動を安定させることができる。また、ガイドレール１２７が第２移動部材１２
４を下方から支えるため、スライダ１５２に加わる移動部材本体１５１の荷重を小さくす
ることができる。したがって、スライダ１５２の２つの嵌合筒２０２，２０３及びスライ
ドベース２０１を樹脂材料で形成しても、スライダ１５２の耐久性を確保することができ
る。
【０１９２】
　また、嵌合筒２０２，２０３と、スライドベース２０１との間には間隙が形成されてい
ることにより、嵌合筒２０２，２０３及びスライドベース２０１の寸法にバラツキが生じ
ても、両者が干渉しないようにすることができる。その結果、第２移動部材１２４及び可
動装飾ユニット１２１を製造する際の歩留まりを高くすることができると共に、第２移動
部材１２４の動作が不安定になることを防止することができる。
【０１９３】
　また、本実施形態では、第１部材２１１及び第２部材２１２に複数のリブ２２１，２２
２，２２４を設けることで、スライドベース２０１に筒収納部２６３，２６４を形成した
。これにより、筒収納部２６３，２６４を簡単な構造で形成することができ、製造コスト
の削減を図ることができる。
【０１９４】
　なお、第１移動部材１２３のスライダ１４２は、第２移動部材１２４のスライダ１５２
と同様な構成を有している。したがって、第１移動部材１２３の移動時のガタツキを抑制
することができる。また、第１移動部材１２３の耐久性を高めることができると共に、第
１移動部材１２３を軽量化することができる。さらに、第１移動部材１２３及び可動装飾
ユニット１２１を製造する際の歩留まりを高くすることができると共に、第１移動部材１
２３の動作が不安定になることを防止することができる。
【０１９５】
　本実施形態では、第１移動機構１２５及び第２移動機構１２６を第１移動部材１２３及
び第２移動部材１２４の上方に配置し、ガイドレール１２７を第１移動部材１２３及び第
２移動部材１２４の下方に配置した。しかし、本発明の遊技機としては、移動機構を移動
部材の下方に配置し、ガイドレールを移動部材の上方に配置してもよい。この場合は、移
動部材の下部にスライダを設け、そのスライダを移動機構のベルトに固定する。
【０１９６】
＜ベース部材に対するフレキシブルフラットケーブルの固定構造＞
　次に、ベース本体１３１に対するフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の固定
構造について、図１５～図１８を参照して説明する。
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　図１５は、可動装飾ユニット１２１から後面カバー１３３を取り外した状態を示す背面
図である。図１６は、可動装飾ユニット１２１のベース本体１３１から第１クランプ部材
を取り外した状態を示す説明図である。図１７は、第１クランプ部材の斜視図である。図
１８は、第１クランプ部材とベース本体１３１によってフレキシブルフラットケーブルを
挟持した状態を示す断面図である。
【０１９７】
［ベース本体］
　図１５に示すように、ベース本体１３１の後部１３１ｄには、基板用凹部３０１と、ケ
ーブル用凹部３０２が設けられている。基板用凹部３０１は、後部１３１ｄの中央部に形
成されており、ケーブル用凹部３０２は、基板用凹部３０１の下方に形成されている。
【０１９８】
　基板用凹部３０１及びケーブル用凹部３０２は、左右方向に延びる略長方形であり、左
右方向に延びる仕切り板３０３によって仕切られている。基板用凹部３０１の短辺は、ケ
ーブル用凹部３０２の短辺よりも長い。また、ケーブル用凹部３０２の長辺は、後部１３
１ｄにおける左右方向の一端部から他端部まで延びており、基板用凹部３０１の長辺より
も長い。
【０１９９】
　基板用凹部３０１には、ベース側基板（制御基板）３１１が固定されている。つまり、
基板用凹部３０１は、本発明に係る基板固定部の一具体例を示す。ベース側基板３１１に
は、ケーブル用コネクタ３１２，３１３が実装されている。基板用凹部３０１は、後面カ
バー１３３の基板閉塞部１３７（図７参照）によって塞がれる。つまり、後面カバー１３
３の基板閉塞部１３７とベース本体１３１の基板用凹部３０１は、ベース側基板３１１を
収容する基板収容部３０５を形成する。
【０２００】
　ケーブル用凹部３０２は、後面カバー１３３のケーブル閉塞部１３８（図７参照）によ
って塞がれる。後面カバー１３３のケーブル閉塞部１３８とベース本体１３１のケーブル
用凹部３０２は、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２を収容するケーブル収容
部３０６を形成する。このケーブル収容部３０６は、フレキシブルフラットケーブル３２
１，３２２の変形を許容する許容空間を有している。
【０２０１】
　一方、第１移動部材１２３における側辺部１４３の裏面には、移動側基板１４８が固定
されている。そして、移動側基板１４８には、ケーブル用コネクタ１４９と、複数の発光
部１４６（図８参照）に光を照射する光源（不図示）が実装されている。また、第２移動
部材１２４における側辺部１５３の裏面には、移動側基板１５８が固定されている。そし
て、移動側基板１５８には、ケーブル用コネクタ１５９と、複数の発光部１５６（図８参
照）に光を照射する光源（不図示）が実装されている。
【０２０２】
　フレキシブルフラットケーブル３２１は、後方から見てケーブル用凹部３０２（ケーブ
ル収容部３０６）の右側に配置されており、ベース側基板３１１と移動側基板１４８とを
電気的に接続する。このフレキシブルフラットケーブル３２１の一端は、ベース側基板３
１１のケーブル用コネクタ３１２に接続され、他端は、移動側基板１４８のケーブル用コ
ネクタ１４９に接続されている。
【０２０３】
　フレキシブルフラットケーブル３２１の一端部は、ケーブル収容部３０６側からベース
本体１３１の仕切り板３０３を乗り越えて基板収容部３０５に配置される。このフレキシ
ブルフラットケーブル３２１の一端部は、ケーブル用凹部３０２側から仕切り板３０３を
乗り越える直前に折り重ね部３２１ａ（図１６参照）によって延在方向が略９０度変更さ
れている。
【０２０４】
　また、フレキシブルフラットケーブル３２１の他端部は、ケーブル収容部３０６側から
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ベース本体１３１の下壁板３０４を乗り越えて第１移動部材１２３の裏面側に配置されて
いる。なお、下壁板３０４は、ケーブル用凹部３０２の一方の長辺を形成する。フレキシ
ブルフラットケーブル３２１の他端部は、ケーブル用凹部３０２側から下壁板３０４を乗
り越える直前に不図示の折り重ね部によって延在方向が略９０度変更されている。
【０２０５】
　フレキシブルフラットケーブル３２１における折り重ね部３２１ａから不図示の折り重
ね部までは、ケーブル収容部３０６に収容されている。このフレキシブルフラットケーブ
ル３２１におけるケーブル収容部３０６に収容された部分は、第１移動部材１２３の移動
方向に延在されており、延在方向を１８０度変更する湾曲部３２１ｃを有している。
【０２０６】
　フレキシブルフラットケーブル３２２は、後方から見てケーブル用凹部３０２（ケーブ
ル収容部３０６）の左側に配置されており、ベース側基板３１１と移動側基板１５８とを
電気的に接続する。このフレキシブルフラットケーブル３２２の一端は、ベース側基板３
１１のケーブル用コネクタ３１３に接続され、他端は、移動側基板１５８のケーブル用コ
ネクタ１５９に接続されている。
【０２０７】
　フレキシブルフラットケーブル３２２の一端部は、ケーブル用凹部３０２側からベース
本体１３１の仕切り板３０３を乗り越えて基板収容部３０５に配置される。このフレキシ
ブルフラットケーブル３２２の一端部は、ケーブル用凹部３０２側から仕切り板３０３を
乗り越える直前に折り重ね部３２２ａ（図１６参照）によって延在方向が略９０度変更さ
れている。
【０２０８】
　また、フレキシブルフラットケーブル３２２の他端部は、ケーブル用凹部３０２側から
ベース本体１３１の下壁板３０４を乗り越えて第１移動部材１２３の裏面側に配置されて
いる。このフレキシブルフラットケーブル３２２の他端部は、ケーブル用凹部３０２側か
ら下壁板３０４を乗り越える直前に折り重ね部３２２ｂによって延在方向が略９０度変更
されている。
【０２０９】
　フレキシブルフラットケーブル３２２における折り重ね部３２２ａから折り重ね部３２
２ｂまでは、ケーブル収容部３０６に収容されている。このフレキシブルフラットケーブ
ル３２２におけるケーブル収容部３０６に収容された部分は、第２移動部材１２４の移動
方向に延在されており、延在方向を１８０度変更する湾曲部３２２ｃを有している。
【０２１０】
　フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の一端部は、それぞれ第１クランプ部材
３３１Ａによって仕切り板３０３に固定されている。また、フレキシブルフラットケーブ
ル３２１，３２２の他端部は、それぞれ第２クランプ部材３３１Ｂによって移動部材１２
３，１２４に固定されている。
【０２１１】
　図１６に示すように、仕切り板３０３には、複数の爪係合部３０８と、複数の突起係合
部３０９が設けられている。複数の爪係合部３０８は、仕切り板３０３の先端面を切り欠
くことにより形成されている。これら複数の爪係合部３０８には、第１クランプ部材３３
１Ａの後述する係合爪３３３，３３３が係合される。
【０２１２】
　複数の突起係合部３０９は、仕切り板３０３におけるケーブル用凹部３０２側の側面か
ら突出している。これら複数の突起係合部３０９には、第１クランプ部材３３１Ａの後述
する係合突起３３５，３３５が係合される。
【０２１３】
［第１クランプ部材］
　図１６及び図１７に示すように、第１クランプ部材３３１Ａは、略長方形の板状に形成
された押え板３３２と、押え板３３２に連続する係合爪３３３，３３３と、上押え片３３
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４と、係合突起３３５，３３５とを備えている。
【０２１４】
　押え板３３２は、一方の平面３３２ａと、他方の平面３３２ｂとを有している。第１ク
ランプ部材３３１Ａの押え板３３２における平面３３２ａは、仕切り板３０３におけるケ
ーブル用凹部３０２側の側面に対向する。そして、仕切り板３０３との間にフレキシブル
フラットケーブル３２１，３２２の折り重ね部３２１ａ，３２２ａを挟んで固定する（図
１８参照）。
【０２１５】
　図１７に示すように、押え板３３２における平面３３２ａの中央部には、凹部３３７が
形成されている。この凹部３３７は、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の折
り重ね部３２１ａ，３２２ａに対向する。つまり、凹部３３７は、押え板３３２と仕切り
板３０３との間にフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の折り重ね部３２１ａ，
３２２ａを配置するために設けられている。
【０２１６】
　また、押え板３３２の２つの短辺には、円弧部３３８，３３８がそれぞれ設けられてい
る。フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の変形箇所（湾曲部３２１ｃ，３２２
ｃ）が第１クランプ部材３３１Ａに接近すると、フレキシブルフラットケーブル３２１，
３２２は、円弧部３３８，３３８に沿って緩やかに撓む。
【０２１７】
　これにより、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２が第１クランプ部材３３１
Ａに接触することによってフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２に生じる応力を
分散させることができる。その結果、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の断
線を抑制することができる。
【０２１８】
　係合爪３３３，３３３は、押え板３３２の平面３３２ａにおける一方の長辺側から略垂
直に突出しており、押え板３３２の長辺に沿う方向に適当な距離をあけて配置されている
。第１クランプ部材３３１Ａの係合爪３３３，３３３は、仕切り板３０３の複数の爪係合
部３０８（図１６参照）に係合される。
【０２１９】
　仕切り板３０３の複数の爪係合部３０８は、第１クランプ部材３３１Ａの移動を規制す
る。すなわち、複数の爪係合部３０８は、第１クランプ部材３３１Ａにおける押え板３３
２の長辺に沿う方向への移動と、押え板３３２に直交する方向への移動を規制する。さら
に、押え板３３２の短辺に沿う方向であって一方の長辺（係合爪３３３，３３３側の長辺
）から他方の長辺（係合突起３３５，３３５側の長辺）へ向かう方向への移動を規制する
。
【０２２０】
　上押え片３３４は、係合爪３３３，３３３間に設けられており、押え板３３２の平面３
３２ａから略垂直に突出しており、押え板３３２の平面３３２ａに略垂直な平面を有する
平板状に形成されている。第１クランプ部材３３１Ａの上押え片３３４は、仕切り板３０
３の先端面との間にフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２を挟んで固定する（図
１８参照）。
【０２２１】
　係合突起３３５，３３５は、押え板３３２の平面３３２ｂにおける他方の長辺側から略
垂直に突出しており、押え板３３２の長辺に沿う方向に適当な距離をあけて配置されてい
る。第１クランプ部材３３１Ａの係合突起３３５，３３５は、仕切り板３０３の突起係合
部３０９（図１６参照）に係合される。
【０２２２】
　複数の突起係合部３０９は、第１クランプ部材３３１Ａの係合突起３３５，３３５が挿
入される突起挿入凹部３０９ａを有している。この突起挿入凹部３０９ａには、係止片（
不図示）が設けられている。係止片（不図示）は、第１クランプ部材３３１Ａの係合突起
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３３５，３３５に係合する。そして、第１クランプ部材３３１Ａにおける押え板３３２の
短辺に沿う方向であって他方の長辺（係合突起３３５，３３５側の長辺）から一方の長辺
（係合爪３３３，３３３側の長辺）へ向かう方向への移動を規制する。
【０２２３】
　したがって、第１クランプ部材３３１Ａの係合爪３３３，３３３及び係合突起３３５，
３３５が仕切り板３０３の複数の爪係合部３０８及び突起係合部３０９に係合すると、第
１クランプ部材３３１Ａは、押え板３３２に直交する方向への移動が規制される。また、
押え板３３２の長辺に沿う方向への移動と、押え板３３２の短辺に沿う方向への移動が規
制される。その結果、第１クランプ部材３３１Ａは、仕切り板３０３に固定される。
【０２２４】
　本実施形態によれば、ベース側基板３１１と移動部材１２３，１２４に設けた移動側基
板１４８，１５８をフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２で電気的に接続してい
る（図１５参照）。そして、ベース部材１２２には、フレキシブルフラットケーブル３２
１，３２２の変形を許容するケーブル収容部３０６が設けられている。
【０２２５】
　これにより、パチスロ１の前面（正面）側の小さいスペースに、ベース側基板３１１と
移動側基板１４８，１５８を接続する配線を配置することができ、パチスロ１の前面側に
移動部材１２３，１２４を搭載するために必要なスペースを縮小することができる。
【０２２６】
　また、本実施形態によれば、第１クランプ部材３３１Ａと仕切り板３０３とがフレキシ
ブルフラットケーブル３２１，３２２を挟んで固定する。これにより、ケーブル収容部３
０６におけるフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の導入部でフレキシブルフラ
ットケーブル３２１，３２２が変形しないようにすることができる。その結果、ケーブル
収容部３０６におけるフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の導入部においてフ
レキシブルフラットケーブル３２１，３２２にかかる負荷が集中することを防ぐことがで
きる。
【０２２７】
　また、本実施形態によれば、ケーブル収容部３０６に収容されたフレキシブルフラット
ケーブル３２１，３２２の延在方向が第１移動部材１２３及び第２移動部材１２４の移動
方向（左右方向）に平行である。これにより、フレキシブルフラットケーブル３２１，３
２２は、湾曲部３２１ｃ，３２２ｃを有していれば、第１移動部材１２３及び第２移動部
材１２４の移動に応じた変形が可能となる。したがって、第１移動部材１２３及び第２移
動部材１２４の移動に伴うフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の変形を簡単な
ものにすることができる。 
【０２２８】
　また、本実施形態によれば、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の折り重ね
部３２１ａ，３２２ａを第１クランプ部材３３１Ａ，３３１Ａによって固定する。これに
より、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２が第１移動部材１２３及び第２移動
部材１２４の移動に伴って変形しても、折り重ね部３２１ａ，３２２ａが変形することは
無い。したがって、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の折り重ね部３２１ａ
，３２２ａに負荷が集中することを防ぐことができる。
【０２２９】
　また、本実施形態によれば、第１クランプ部材３３１Ａの係合爪３３３，３３３がベー
ス本体１３１の爪係合部３０８，３０８に係合することで、第１クランプ部材３３１Ａが
ベース本体１３１のケーブル収容部３０６に固定される。これにより、第１クランプ部材
３３１Ａをケーブル収容部３０６に簡単に固定することができる。
【０２３０】
＜移動部材に対するフレキシブルフラットケーブルの固定構造＞
　次に、移動部材１２３，１２４に対するフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２
の固定構造について、図１９～図２３を参照して説明する。
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　図１９は、第２移動部材１２４を後方から見た斜視図である。図２０は、第２移動部材
１２４の分解斜視図である。図２１は、第２移動部材１２４のカバーを一側から見た斜視
図である。図２２は、第２移動部材１２４のカバーを他側から見た斜視図である。図２３
は、第２移動部材１２４の要部断面図である。
【０２３１】
［移動部材］
　第１移動部材１２３（図１５参照）は、前述の移動部材本体１４１と、前述のスライダ
１４２と、カバー３４１とを備えている。また、図１９及び図２０に示すように、第２移
動部材１２４は、前述の移動部材本体１５１と、前述のスライダ１５２と、カバー３５１
とを備えている。
【０２３２】
　第１移動部材１２３のカバー３４１と第２移動部材１２４のカバー３５１は、同一形状
に形成されている。そのため、ここでは、第２移動部材１２４のカバー３５１の構成につ
いて説明する。
【０２３３】
　図１９及び図２０に示すように、カバー３５１は、移動部材本体１５１の裏面側に複数
の固定ねじ３５０を用いて取り付けられている。なお、本発明に係るカバーは、接着剤を
用いて移動部材本体１５１に固定してもよく、圧入や嵌合、係合により移動部材本体１５
１に固定してもよい。
【０２３４】
　カバー３５１には、上述の第２クランプ部材３３１Ｂが固定される。第２クランプ部材
３３１Ｂは、カバー３５１との間にフレキシブルフラットケーブル３２２の折り重ね部３
２２ｂを挟んで固定する（図１９参照）。
【０２３５】
　図２１及び図２２に示すように、カバー３５１は、カバー本体３５２と、このカバー本
体３５２に連続するクランプ固定部３５３とから構成されている。カバー本体３５２は、
適当な厚みを有する四角形の板体からなり、一方の平面３５２ａと、他方の平面３５２ｂ
と、４つの側面３５２ｃ，３５２ｄ，３５２ｅ，３５２ｆとを有している。カバー本体３
５２の平面３５２ｂは、移動部材本体１５１（図２０参照）の裏面に対向する。
【０２３６】
　カバー本体３５２は、平面３５２ａ，３５２ｂを貫通する複数のねじ貫通孔３５４と、
平面３５２ａ及び側面３５２ｃに開口された開口部３５５とを有している。また、カバー
本体３５２の平面３５２ｂには、開口部３５５に連通する凹部３５６が形成されている（
図２２参照）。この凹部３５６は、平面３５２ｂの中央部に設けられており、側面３５２
ｃ，３５２ｄに直交する方向に延びている。
【０２３７】
　カバー本体３５２の凹部３５６は、側面３５２ｄに開口されている。この凹部３５６と
移動部材本体１５１の裏面は、フレキシブルフラットケーブル３２２の他端部を収容する
移動側ケーブル収容部３５７（図２３参照）を形成する。さらに、凹部３５６の底面３５
６ａには、押圧部３５８と、傾斜部３５９が設けられている。
【０２３８】
　押圧部３５８は、凹部３５６の側面３５２ｄ側に配置されている。この押圧部３５８は
、凹部３５６の底面３５６ａから略垂直に突出しており、側面３５２ｅ，３５２ｆに直交
する方向に延びている。また、押圧部３５８の底面３５６ａ側とは反対側には、円弧面３
５８ａが形成されている。
【０２３９】
　押圧部３５８は、移動側ケーブル収容部３５７に収容されたフレキシブルフラットケー
ブル３２２の他端部（移動側基板１５８のケーブル用コネクタ１５９との接続部から第２
クランプ部材３３１Ｂによって固定されている部分までの端部）を押圧して撓ませる。そ
の際、フレキシブルフラットケーブル３２２（図２０参照）の他端部には、押圧部３５８
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の円弧面３５８ａが当接する。これにより、フレキシブルフラットケーブル３２２の他端
部を押圧部３５８によって傷つけないようにすることができる。
【０２４０】
　傾斜部３５９は、底面３５６ａにおける開口部３５５側に設けられており、開口部３５
５に向かうにつれて低くなるように傾斜している。この傾斜部３５９は、開口部３５５か
ら挿入されたフレキシブルフラットケーブル３２２の他端部を移動部材本体１５１側へ案
内すると共に、移動側ケーブル収容部３５７の空間を大きくする（図２３参照）。これに
より、フレキシブルフラットケーブル３２２の他端部の撓み量を大きくすることができる
。
【０２４１】
　図２１及び図２２に示すように、クランプ固定部３５３は、カバー本体３５２の側面３
５２ｃに連続している。このクランプ固定部３５３は、カバー本体３５２の側面３５２ｃ
から略垂直に突出する爪係合部３６１と、爪係合部３６１に連続する側板部３６２と、側
板部３６２に連続する突起係合部３６３とを有している。
【０２４２】
　爪係合部３６１は、カバー本体３５２の平面３５２ａ，３５２ｂに平行な平面を有する
板状に形成されている。この爪係合部３６１は、２つの貫通孔３６５，３６５を有してい
る。２つの貫通孔３６５，３６５は、側面３５２ｅ，３５２ｆに直交する方向に適当な距
離をあけて並んでいる。
【０２４３】
　爪係合部３６１の２つの貫通孔３６５，３６５には、第２クランプ部材３３１Ｂの係合
爪３３３，３３３（図２０参照）が挿入される。そして、第２クランプ部材３３１Ｂの係
合爪３３３，３３３は、爪係合部３６１における２つの貫通孔３６５，３６５を形成する
内壁面３６６，３６６に係合する。
【０２４４】
　側板部３６２は、カバー本体３５２の側面３５２ｃ，３５２ｄに平行な平面を有する板
状に形成されている。この側板部３６２と爪係合部３６１には、フレキシブルフラットケ
ーブル３２２の他端部を開口部３５５へ案内するケーブルガイド３６７（図２１参照）が
設けられている。このケーブルガイド３６７は、側板部３６２と爪係合部３６１にかけて
連続する凹部を設けることにより形成されている。
【０２４５】
　フレキシブルフラットケーブル３２２の他端部（図２０参照）は、ケーブルガイド３６
７に案内されて開口部３５５に挿通される。また、側板部３６２とカバー本体３５２の側
面３５２ｃとの間には、ベース本体１３１の下壁板３０４が介在される。したがって、ケ
ーブルガイド３６７に案内されて開口部３５５に挿通されるフレキシブルフラットケーブ
ル３２２の他端部は、ベース本体１３１の下壁板３０４を乗り越えて第２移動部材１２４
（移動部材本体１５１）の裏面側に配置される。
【０２４６】
　突起係合部３６３は、爪係合部３６１と平行な板状に形成されている。この突起係合部
３６３は、２つの貫通孔３６８，３６８を有している。２つの貫通孔３６８，３６８は、
側面３５２ｅ，３５２ｆに直交する方向に適当な距離をあけて並んでいる。貫通孔３６８
，３６８には、第２クランプ部材３３１Ｂの係合突起３３５，３３５（図２０参照）が挿
入される。
【０２４７】
　２つの貫通孔３６８，３６８の内壁面には、それぞれ係止片３６９が設けられている（
図２２参照）。この係止片３６９には、第２クランプ部材３３１Ｂの係合突起３３５，３
３５が係合する。
【０２４８】
［第２クランプ部材］
　図２０に示すように、第２クランプ部材３３１Ｂは、第１クランプ部材３３１Ａと同一
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形状に形成されている。すなわち、第２クランプ部材３３１Ｂは、押え板３３２と、係合
爪３３３，３３３と、上押え片３３４と、係合突起３３５，３３５とを備えている。
【０２４９】
　第２クランプ部材３３１Ｂの押え板３３２における平面３３２ａは、カバー３５１の側
板部３６２に対向する。そして、カバー３５１における側板部３６２側のケーブルガイド
３６７との間にフレキシブルフラットケーブル３２２の折り重ね部３２２ｂを挟んで固定
する（図２３参照）。
【０２５０】
　第２クランプ部材３３１Ｂの上押え片３３４は、カバー３５１における爪係合部３６１
側のケーブルガイド３６７との間にフレキシブルフラットケーブル３２２を挟んで固定す
る（図２３参照）。
【０２５１】
　第２クランプ部材３３１Ｂの係合爪３３３，３３３（図２０参照）は、カバー３５１の
爪係合部３６１（図２１参照）に係合される。カバー３５１の爪係合部３６１は、第２ク
ランプ部材３３１Ｂにおける押え板３３２の長辺に沿う方向への移動と、押え板３３２に
直交する方向への移動を規制する。さらに、押え板３３２の短辺に沿う方向であって一方
の長辺（係合爪３３３，３３３側の長辺）から他方の長辺（係合突起３３５，３３５側の
長辺）へ向かう方向への移動を規制する。
【０２５２】
　第２クランプ部材３３１Ｂの係合突起３３５，３３５は、カバー３５１の突起係合部３
６３（図２１参照）に係合される。カバー３５１の突起係合部３６３は、第２クランプ部
材３３１Ｂにおける押え板３３２の短辺に沿う方向であって他方の長辺（係合突起３３５
，３３５側の長辺）から一方の長辺（係合爪３３３，３３３側の長辺）へ向かう方向への
移動を規制する。
【０２５３】
　したがって、第２クランプ部材３３１Ｂの係合爪３３３，３３３及び係合突起３３５，
３３５がカバー３５１の爪係合部３６１及び突起係合部３６３に係合すると、第２クラン
プ部材３３１Ｂは、押え板３３２に直交する方向への移動が規制される。また、押え板３
３２の長辺に沿う方向への移動と、押え板３３２の短辺に沿う方向への移動が規制される
。その結果、第２クランプ部材３３１Ｂは、カバー３５１に固定される。
【０２５４】
　本実施形態によれば、第２クランプ部材３３１Ｂとカバー３５１とがフレキシブルフラ
ットケーブル３２２の他端部を挟んで固定する。また、第２クランプ部材３３１Ｂとカバ
ー３４１とがフレキシブルフラットケーブル３２１の他端部を挟んで固定する。これによ
り、移動部材１２３，１２４におけるフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の導
入部（ケーブル収容部３０６における移動部材１２３，１２４側の導入部）でフレキシブ
ルフラットケーブル３２１，３２２が変形しないようにすることができる。その結果、移
動部材１２３，１２４におけるフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の導入部に
おいて、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２にかかる負荷が集中することを防
ぐことができる。
【０２５５】
　また、前述したように、ケーブル収容部３０６（図１５参照）における基板用凹部３０
１側のフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の導入部においても、フレキシブル
フラットケーブル３２１，３２２にかかる負荷が集中することを防いでいる。したがって
、ケーブル収容部３０６及び移動部材１２３，１２４におけるフレキシブルフラットケー
ブル３２１，３２２の導入部でフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の変形が生
じることを防止することができきる。
【０２５６】
　これにより、ケーブル収容部３０６においてフレキシブルフラットケーブル３２１，３
２２を緩やかに変形させることができ、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２に
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かかる負荷を分散させることができる。
【０２５７】
　また、上述の導入部でフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の変形が生じるこ
とを防止するため、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２がケーブル用コネクタ
３１２，３１３，１４９，１５９の近くで変形しない。したがって、フレキシブルフラッ
トケーブル３２１，３２２がケーブル用コネクタ３１２，３１３，１４９，１５９（図１
５参照）から外れないようにすることができる。
【０２５８】
　また、本実施形態によれば、第２移動部材１２４の移動側ケーブル収容部３５７におい
て、フレキシブルフラットケーブル３２２の他端部が撓んでいる（図２３参照）。また、
第１移動部材１２３の移動側ケーブル収容部（不図示）において、フレキシブルフラット
ケーブル３２１の他端部が撓んでいる。
【０２５９】
　したがって、移動部材１２３，１２４が移動する際に、仮にフレキシブルフラットケー
ブル３２１，３２２の他端部が一端部側へ引っ張られても、その張力がフレキシブルフラ
ットケーブル３２１，３２２の他端部における撓み部分で吸収される。その結果、フレキ
シブルフラットケーブル３２１，３２２とケーブル用コネクタ１４９，１５９との接続箇
所に張力が作用することを抑制することができる。また、フレキシブルフラットケーブル
３２１，３２２の他端部を、ケーブル用コネクタ１４９，１５９側に付勢することができ
る。その結果、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２がケーブル用コネクタ１４
９，１５９から外れないようにすることができる。
【０２６０】
　また、本実施形態によれば、カバー３４１，３５１にフレキシブルフラットケーブル３
２１，３２２の他端部を押圧して撓ませる押圧部３５８を設けた。そのため、移動部材１
２３，１２４にカバー３４１，３５１を固定するだけで、フレキシブルフラットケーブル
３２１，３２２の他端部を容易に且つ確実に撓ませることができる。さらに、フレキシブ
ルフラットケーブル３２１，３２２の他端部の撓み量を略一定にすることができ、信頼性
のある遊技機１を製造することができる。
【０２６１】
　なお、移動部材１２３，１２４にカバー３４１，３５１を固定する場合は、まず、カバ
ー３４１，３５１の開口部３５５にフレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の他端
部を挿通する。次に、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の他端をケーブル用
コネクタ１４９，１５９に接続する。その後、カバー３４１，３５１を移動部材１２３，
１２４に固定ねじ３５０を用いて固定する。このとき、フレキシブルフラットケーブル３
２１，３２２の他端部は、カバー３４１，３５１の押圧部３５８に押圧されて撓む。
【０２６２】
　また、本実施形態によれば、フレキシブルフラットケーブル３２１の不図示の折り重ね
部と、フレキシブルフラットケーブル３２２の折り重ね部３２２ｂを第２クランプ部材３
３１Ｂ，３３１Ｂによって固定する。これにより、フレキシブルフラットケーブル３２１
，３２２が第１移動部材１２３及び第２移動部材１２４の移動に伴って変形しても、不図
示の折り重ね部及び折り重ね部３２２ｂが変形することは無い。したがって、フレキシブ
ルフラットケーブル３２１，３２２の折り重ね部３２２ｂ等に負荷が集中することを防ぐ
ことができる。
【０２６３】
　また、本実施形態によれば、第２クランプ部材３３１Ｂの係合爪３３３，３３３が移動
部材１２３，１２４のカバー３４１，３５１に設けた爪係合部３６１に係合することで、
第２クランプ部材３３１Ｂが移動部材１２３，１２４に固定される。これにより、第２ク
ランプ部材３３１Ｂを移動部材１２３，１２４に簡単に固定することができる。
【０２６４】
　また、本実施形態によれば、第１クランプ部材３３１Ａ及び第２クランプ部材３３１Ｂ
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を合成樹脂（樹脂）により形成した。これにより、フロントドア２ｂに搭載する部品であ
る可動装飾ユニット１２１の軽量化を図ることができる。さらに、第１クランプ部材３３
１Ａ及び第２クランプ部材３３１Ｂを金属材料で形成する場合よりも、生産コストを低く
することができる。
【０２６５】
＜フレキシブルフラットケーブルの変形部＞
　次に、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の変形部について、図２４及び図
２５を参照して説明する。
　図２４は、可動装飾ユニット１２１の縦断面図である。図２５は、可動装飾ユニット１
２１の第２移動部材１２４を第１移動部材１２３に接近する方向に移動させた状態の説明
図である。
【０２６６】
　パチスロ１では、特別の演出及び所定の演出を行う際に、第１移動部材１２３及び第２
移動部材１２４を移動させて、装飾枠１０１のパネル開口１０１ａ（図６参照）から視認
可能にする。そして、特別の演出及び所定の演出を行わない期間は、第１移動部材１２３
及び第２移動部材１２４を装飾枠１０１のパネル開口１０１ａから視認不可能な待機位置
に配置させる。
【０２６７】
　第１移動部材１２３の待機位置は、フロントパネル１０の枠部１１１における左辺部の
裏側に設定されている。この場合に、第１移動部材１２３は、ベース本体１３１の側部１
３１ｂ側の端部に対して上下方向で対向している（図２４参照）。
【０２６８】
　第１移動部材１２３の移動側基板１４８とベース部材１２２のベース側基板３１１とは
、フレキシブルフラットケーブル３２１によって電気的に接続されている。このフレキシ
ブルフラットケーブル３２１は、第１移動部材１２３の移動に応じて変形する変形部を有
している。
【０２６９】
　フレキシブルフラットケーブル３２１の変形部は、ケーブル収容部３０６内に収容され
ており、湾曲部３２１ｃと、上直線部３２１ｄと、下直線部３２１ｅから構成されている
。上直線部３２１ｄと下直線部３２１ｅは、上下方向で対向しており、湾曲部３２１ｃを
介して連続している。
【０２７０】
　上直線部３２１ｄは、第１クランプ部材３３１Ａによって固定された折り曲げ部３２１
ａ（図１６参照）から湾曲部３２１ｃまでの部分であり、仕切り板３０３に沿って延在さ
れている。下直線部３２１ｅは、湾曲部３２１ｃから第２クランプ部材３３１Ｂに固定さ
れた折り曲げ部（不図示）までの部分であり、上直線部３２１ｄと略平行に延在されてい
る。
【０２７１】
　湾曲部３２１ｃが形成される位置は、第１移動部材１２３の位置に応じて左右方向（ケ
ーブル収容部３０６が延びる方向）に変位する。第１移動部材１２３が待機位置に配置さ
れている場合に、第１移動部材１２３に固定された第２クランプ部材３３１Ｂは、ケーブ
ル収容部３０６内の側部１３１ｂ側の端部に配置される。
【０２７２】
　これにより、湾曲部３２１ｃは、ケーブル収容部３０６内の側部１３１ｂ側の端部にお
いて、第１移動部材１２３に固定された第２クランプ部材３３１Ｂに近接した位置に配置
される。その結果、下直線部３２１ｅは、上直線部３２１ｄよりも短くなる。
【０２７３】
　また、第２移動部材１２４の待機位置は、フロントパネル１０の枠部１１１における右
辺部の裏側に設定されている。この場合に、第２移動部材１２４は、ベース本体１３１の
側部１３１ｃ側の端部に対して上下方向で対向している。
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【０２７４】
　第２移動部材１２４の移動側基板１５８とベース部材１２２のベース側基板３１１とは
、フレキシブルフラットケーブル３２２によって電気的に接続されている。このフレキシ
ブルフラットケーブル３２２は、第２移動部材１２４の移動に応じて変形する変形部を有
している。
【０２７５】
　フレキシブルフラットケーブル３２２の変形部は、ケーブル収容部３０６内に収容され
ており、湾曲部３２２ｃと、上直線部３２２ｄと、下直線部３２２ｅから構成されている
。上直線部３２２ｄと下直線部３２２ｅは、上下方向で対向しており、湾曲部３２２ｃを
介して連続している。
【０２７６】
　上直線部３２２ｄは、第１クランプ部材３３１Ａによって固定された折り曲げ部３２２
ａ（図１６参照）から湾曲部３２２ｃまでの部分であり、仕切り板３０３に沿って延在さ
れている。下直線部３２１ｅは、湾曲部３２１ｃから第２クランプ部材３３１Ｂに固定さ
れた折り曲げ部３２２ｂ（図２０参照）までの部分であり、上直線部３２２ｄと略平行に
延在されている。
【０２７７】
　湾曲部３２２ｃが形成される位置は、第２移動部材１２４の位置に応じて左右方向（ケ
ーブル収容部３０６が延びる方向）に変位する。第２移動部材１２４が待機位置に配置さ
れている場合に、第２移動部材１２４に固定された第２クランプ部材３３１Ｂは、ケーブ
ル収容部３０６内の側部１３１ｃ側の端部に配置される。
【０２７８】
　これにより、湾曲部３２２ｃは、ケーブル収容部３０６内の側部１３１ｃ側の端部にお
いて、第２移動部材１２４に固定された第２クランプ部材３３１Ｂに近接した位置に配置
される。その結果、下直線部３２２ｅは、上直線部３２２ｄよりも短くなる。
【０２７９】
　第１移動部材１２３は、待機位置（図２４参照）に配置された第２移動部材１２４に接
触する位置まで、ガイドシャフト１３５（図８参照）及びガイドレール１２７に沿って移
動可能である。また、図２５に示すように、第２移動部材１２４は、待機位置に配置され
た第１移動部材１２３に接触する位置まで、ガイドシャフト１３５及びガイドレール１２
７に沿って移動可能である。
【０２８０】
　第２移動部材１２４がベース本体１３１の側部１３１ｂ側へ移動すると、フレキシブル
フラットケーブル３２２の上直線部３２２ｄが徐々に短くなる。一方、下直線部３２２ｅ
は、ケーブル収容部３０６内の側部１３１ｂ側の端部に向かう方向へ変位しながら徐々に
長くなる。そして、湾曲部３２２ｃは、ケーブル収容部３０６内の側部１３１ｂ側の端部
に向かう方向へ変位する。
【０２８１】
　待機位置に配置された第１移動部材１２３に第２移動部材１２４が接触すると、フレキ
シブルフラットケーブル３２２における湾曲部３２２ｃの内側が、ケーブル収容部３０６
内のリブ１３９に当接する。このとき、ケーブル収容部３０６内に設けられたリブ１３９
は、フレキシブルフラットケーブル３２２における上直線部３２２ｄと下直線部３２２ｅ
との間に介在される。このリブ１３９は、第２移動部材１２４が待機位置へ移動する際に
、フレキシブルフラットケーブル３２２の変形を案内する。
【０２８２】
　第２移動部材１２４が待機位置へ移動するとき、フレキシブルフラットケーブル３２２
の下直線部３２２ｅは、湾曲部３２２ｃ側へ押圧されて、ケーブル収容部３０６内の側部
１３１ｂ側の端部に向かう方向へ変位しながら徐々に短くなる。そして、湾曲部３２２ｃ
は、ケーブル収容部３０６内の側部１３１ｃ側の端部に向かう方向へ変位する。
【０２８３】
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　このとき、フレキシブルフラットケーブル３２２の下直線部３２２ｅの長さが長いほど
、下直線部３２２ｅが湾曲し易くなる。そして、下直線部３２２ｅが湾曲すると、その湾
曲部が仕切り板３０３や下壁板３０４に押し付けられて、フレキシブルフラットケーブル
３２２が破損する虞がある。
【０２８４】
　そこで、本実施形態では、フレキシブルフラットケーブル３２２の下直線部３２２ｅの
長さが所定の長さ以上になると、上直線部３２２ｄと下直線部３２２ｅとの間にリブ１３
９が介在されるように構成した。リブ１３９は、下直線部３２２ｅが湾曲した場合に、そ
の湾曲部が仕切り板３０３に当接するまで変位しないようにする。そして、下直線部３２
２ｅをケーブル収容部３０６内の側部１３１ｃ側の端部に向かう方向へ案内する。
【０２８５】
　したがって、第２移動部材１２４が待機位置へ移動する際に、フレキシブルフラットケ
ーブル３２２が意図しない方向に変形することを防ぐことができる。その結果、フレキシ
ブルフラットケーブル３２２に不要な湾曲部が形成されないようにすることができる。
【０２８６】
　また、第２移動部材１２４が待機位置へ移動する際に下直線部３２２ｅが湾曲しても、
下直線部３２２ｅをケーブル収容部３０６内の側部１３１ｂ側の端部に向かう方向へ変位
させながら徐々に短くすることができる。これにより、フレキシブルフラットケーブル３
２２の破損を抑制或いは防止することができる。
【０２８７】
　なお、第１移動部材１２３がベース本体１３１の側部１３１ｃ側へ移動すると、フレキ
シブルフラットケーブル３２１の上直線部３２１ｄが徐々に短くなる。一方、下直線部３
２１ｅは、ケーブル収容部３０６内の側部１３１ｃ側の端部に向かう方向へ変位しながら
徐々に長くなる。そして、湾曲部３２１ｃは、ケーブル収容部３０６内の側部１３１ｃ側
の端部に向かう方向へ変位する。
【０２８８】
　待機位置に配置された第２移動部材１２４（図２４参照）に第１移動部材１２３が接触
すると、フレキシブルフラットケーブル３２１における湾曲部３２１ｃの内側が、ケーブ
ル収容部３０６内のリブ１３９に当接する。このとき、ケーブル収容部３０６内に設けら
れたリブ１３９は、フレキシブルフラットケーブル３２１における上直線部３２１ｄと下
直線部３２１ｅとの間に介在される。
【０２８９】
　したがって、第１移動部材１２３が待機位置へ移動する際に下直線部３２１ｅが湾曲し
ても、フレキシブルフラットケーブル３２１の下直線部３２１ｅをケーブル収容部３０６
内の側部１３１ｂ側の端部に向かう方向へ変位させながら徐々に短くすることができる。
これにより、フレキシブルフラットケーブル３２１の破損を抑制或いは防止することがで
きる。
【０２９０】
　また、本実施形態によれば、ケーブル収容部３０６が移動部材１２３，１２４の移動方
向に沿って延びる直方体状の空間（フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の変形
を許容する許容空間）を形成する。そして、リブ１３９が移動部材１２３，１２４の移動
方向に沿って延びている。
【０２９１】
　これにより、フレキシブルフラットケーブル３２１，３２２の変形を許容する許容空間
を確保しながら、ケーブル収容部３０６を小型化することができる。また、フレキシブル
フラットケーブル３２１，３２２における上直線部３２１ｄ，３２２ｄ及び下直線部３２
１ｅ，３２２ｅの変形を許容するスペースを小さくすることができる。その結果、上直線
部３２１ｄ，３２２ｄ及び下直線部３２１ｅ，３２２ｅに上下方向に延びる湾曲部が形成
されないようにすることができる。
【０２９２】
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　本実施形態では、待機位置に配置された第１移動部材１２３に第２移動部材１２４が接
触すると、フレキシブルフラットケーブル３２２における湾曲部３２２ｃの内側がリブ１
３９に当接するようにした。また、待機位置に配置された第２移動部材１２４に第１移動
部材１２３が接触すると、フレキシブルフラットケーブル３２１における湾曲部３２１ｃ
の内側がリブ１３９に当接する。つまり、移動部材１２３，１２４が移動範囲の一端に配
置されると、リブ１３９が湾曲部３２１ｃの内側に当接する。
【０２９３】
　しかし、本発明に係るリブとしては、移動部材が移動範囲の一端に配置されても、フレ
キシブルフラットケーブルにおける湾曲部の内側に当接しなくてもよい。本発明に係るリ
ブは、フレキシブルフラットケーブルの下直線部の長さが所定の長さ以上になると、上直
線部と下直線部との間に介在されればよい。
【０２９４】
　なお、フレキシブルフラットケーブルの下直線部に係る所定の長さは、フレキシブルフ
ラットケーブルの厚みや弾性率、移動部材の移動範囲に応じて適宜設定することができる
。
【０２９５】
＜特別の演出時の移動部材の動作例＞
　次に、特別の演出時の移動部材１２３，１２４の動作例について、図２６～図２８を参
照して説明する。
　図２６は、移動部材１２３，１２４が待機位置に配置された状態のフロントパネル１０
の正面図である。図２７は、移動部材１２３，１２４が待機位置から移動してパネル開口
１０１ａから視認可能な状態のフロントパネル１０の正面図である。図２８は、移動部材
１２３，１２４がパネル開口１０１ａの中央部で枠体を形成した状態のフロントパネル１
０の正面図である。
【０２９６】
　図２６に示すように、移動部材１２３，１２４は、通常、待機位置に配置されており、
フロントパネル１０における装飾枠１０１の裏面に対向している。したがって、遊技者は
、通常、パネル開口１０１ａから移動部材１２３，１２４を視認できない。
【０２９７】
　特別の演出が実行されると、サブＣＰＵ８１及び可動装飾ユニット駆動回路９６（図５
参照）は、可動装飾ユニット１２１（図６参照）を駆動させる。これにより、可動装飾ユ
ニット１２１の第１移動部材１２３と第２移動部材１２４が、左右方向へ移動して、互い
に接近する（図２７参照）。これにより、装飾枠１０１のパネル開口１０１ａから移動部
材１２３，１２４が露出される。 
【０２９８】
　そして、図２８に示すように、第１移動部材１２３と第２移動部材１２４は、パネル開
口１０１ａの中央部で停止して枠体４００を形成する。この枠体４００は、パネル開口１
０１ａから露出される液晶表示装置１１の表示部（表示画面）１１ａを区画する。つまり
、枠体４００は、表示部１１ａを枠体４００に囲まれる領域と、枠体４００の外側の領域
とに区画する。
【０２９９】
　本実施形態では、待機位置に配置された移動部材１２３，１２４をパネル開口１０１ａ
から視認できないようにした。しかし、本発明の遊技機としては、待機位置に配置された
移動部材をパネル開口から視認可能にしてもよい。
【０３００】
＜所定の演出時の移動部材の動作例＞
　次に、所定の演出時の移動部材１２３，１２４の動作例について、図２９を参照して説
明する。
　図２９は、所定の演出時の移動部材の動作例を示す説明図である。
【０３０１】
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　所定の演出が実行されると、サブＣＰＵ８１及び可動装飾ユニット駆動回路９６（図５
参照）は、可動装飾ユニット１２１（図６参照）を駆動させ、第１移動部材１２３と第２
移動部材１２４をパネル開口１０１ａから露出させる。そして、第１移動部材１２３と第
２移動部材１２４に枠体４００を形成させる。
【０３０２】
　次に、サブＣＰＵ８１は、パネル開口１０１ａから露出される液晶表示装置１１の表示
部１１ａにパチスロ１に関連するキャラクタなどの図柄（不図示）を表示する。そして、
仕切り片１１２に手をかざすことで枠体４００を動かして、表示部１１ａに表示された図
柄を枠体４００で囲む旨を遊技者に報知する。この報知は、例えば、パネル開口１０１ｂ
，１０１ｃから露出される液晶表示装置１１の表示部１１ａに文字を表示することにより
行ってもよく、音声を用いて行ってもよい。
【０３０３】
　装飾枠１０１の仕切り片１１２には、タッチセンサ２２（図４及び図５参照）が設けら
れている。タッチセンサ２２は、仕切り片１１２に接近した遊技者の手の位置を検出し、
その検出結果をサブＣＰＵ８１に送信する。サブＣＰＵ８１は、タッチセンサ２２の検出
結果に応じて、可動装飾ユニット１２１の駆動を行う。
【０３０４】
　その結果、枠体４００（第１移動部材１２３及び第２移動部材１２４）が、遊技者の手
の位置に応じて移動する。そして、枠体４００の動作や位置に表示部１１ａの表示を連動
させる。
【０３０５】
　本実施形態によれば、タッチセンサ２２を用いて枠体４００（第１移動部材１２３及び
第２移動部材１２４）を直感的に操作することができ、演出の興趣を高めることができる
。また、枠体４００（第１移動部材１２３及び第２移動部材１２４）に遊技者の手が直接
触れないため、枠体４００に遊技者の手が直接触れる場合に比べて、可動装飾ユニット１
２１の耐久性を向上させる必要が無い。
【０３０６】
　また、本実施形態によれば、枠体４００がパネル開口１０１ａから露出される液晶表示
装置１１の表示部１１ａを区画する。そして、枠体４００の動作や位置に表示部１１ａの
表示を連動させる。これにより、遊技者は、液晶表示装置１１による表示を間接的に操作
することができ、演出の興趣を高めることができる。
【０３０７】
　本実施形態では、第１移動部材１２３と第２移動部材１２４によって枠体４００を形成
した。しかし、本発明に係る移動部材としては、形状を適宜設定することができる。例え
ば、本発明に係る第１移動部材及び第２移動部材を扉状に形成し、第１移動部材及び第２
移動部材によって液晶表示装置１１の表示部１１ａの一部或いは全部を遮蔽する構成にし
てもよい。この場合に、第１移動部材及び第２移動部材の一部を透明或いは半透明にして
、第１移動部材及び第２移動部材によって表示部１１ａを遮蔽した状態で液晶表示装置１
１による演出を可能にしてもよい。
【０３０８】
　以上、本発明の一実施形態に係る遊技機について、その作用効果も含めて説明した。し
かし、本発明は、ここで説明した実施の形態に限定されるものではなく、特許請求の範囲
に記載した本発明の要旨を逸脱しない限り、種々の実施の形態を含むことは言うまでもな
い。
【符号の説明】
【０３０９】
　１…パチスロ（遊技機）、　２…外装体、　２ａ…キャビネット、　２ｂ…フロントド
ア、　３Ｃ…中リール、　３Ｌ…左リール、　３Ｒ…右リール、　４…表示窓、　９…ド
ア本体、　１０…フロントパネル、　１１…液晶表示装置、　１２…台座部、　１３…メ
ダル投入口、　１６…スタートレバー、　１７Ｃ…中ストップボタン、　１７Ｌ…左スト
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、　２０Ｌ，２０Ｒ…スピーカ、　２１…ランプ群、　２２…タッチセンサ、　３１…主
基板、　３２…副基板、　３３…ホッパー（メダル払出装置）、　３４…電源装置、　３
５…セレクタ、　４１…主制御回路、　４２…副制御回路、　５１…メインＣＰＵ、　８
１…サブＣＰＵ、　９６…可動装飾ユニット駆動回路、　１０１…装飾枠、　１０１ａ，
１０１ｂ，１０１ｃ…パネル開口、　１０２ａ，１０２ｂ，１０２ｃ…保護カバー、　１
１１…枠部、　１１２，１１３…仕切り片、　１２１…可動装飾ユニット、　１２２…ベ
ース部材、　１２３…第１移動部材、　１２４…第２移動部材、　１２５…第１移動機構
、　１２６…第２移動機構、　１２７…ガイドレール、　１３１…ベース本体、　１３２
…前面カバー、　１３３…後面カバー、　１３５…ガイドシャフト、　１３６…切欠き部
、　１３７…基板閉塞部、　１３８…ケーブル閉塞部、　１３９…リブ、　１４１，１５
１…移動部材本体、　１４２，１５２…スライダ、　１４３，１５３…側辺部、　１４４
，１５４…上辺部、　１４５，１５５…下辺部、　１４６，１５６…発光部、　１４７，
１５７…係合突部、　１４８，１５８…移動側基板、　１４９，１５９…ケーブル用コネ
クタ、　１６１…第１ベルト、　１６２…第１駆動プーリ、　１６３…第１従動プーリ、
　１６４…第１モータ、　１６５…第１ギヤ、　１６６…軸受け部材、　１７１…第２ベ
ルト、　１７２…第２駆動プーリ、　１７３…第２従動プーリ、　１７４…第２モータ、
　１７５…第２ギヤ、　１７６…軸受け部材、　１８１…ギヤ部材、　１８２…歯部、　
１８３ａ，１８３ｂ…凹部、　１８５ａ，１８５ｂ，１８５ｃ，１８５ｄ…爪挿通孔、　
１８６，１８７…筒突部、　１９１Ａ，１９１Ｂ…側壁部材、　１９２…嵌合孔、　１９
３ａ，１９３ｂ，１９３ｃ，１９３ｄ…貫通孔、　１９５…ガイド筒部、　１９６ａ，１
９６ｂ…係合爪、　１９７…係合突部、　２０１…スライドベース、　２０２，２０３…
嵌合筒、　２１１…第１部材、　２１２…第２部材、　２２１，２２２…収納部形成用リ
ブ、　２２３，２４３…第１補強リブ、　２２４，２４４…第２補強リブ、　２２６，２
２７…回転規制突起、　２３１…ベルト固定部、　２３３，２３５…突起係合部、　２４
１，２４２…収納部形成用リブ、　２５１，２５２…切欠き部、　２５３…シャフト貫通
部、　２６３，２６４…筒収納部、　３０１…基板用凹部（基板固定部）、　３０２…ケ
ーブル用凹部、　３０３…仕切り板、　３０４…下壁板、　３０５…基板収容部、　３０
６…ケーブル収容部、　３０８…爪係合部、　３０９…突起係合部、　３０９ａ…突起挿
入凹部、　３１１…ベース側基板、　３１２，３１３…ケーブル用コネクタ、　３２１，
３２２…フレキシブルフラットケーブル、　３２１ａ，３２２ａ，３２２ｂ…折り重ね部
、　３２１ｃ，３２２ｃ…湾曲部、　３２１ｄ，３２１ｄ…上直線部、　３２１ｅ，３２
１ｅ…下直線部、　３３１Ａ…第１クランプ部材、３３１Ｂ…第２クランプ部材、　３３
２…押え板、　３３３…係合爪、　３３４…上押え片、　３３５…係合突起、　３３７…
 
凹部、　３３８…円弧部、　３４１，３５１…カバー、　３５２…カバー本体、　３５３
…クランプ固定部、　３５７…移動側ケーブル収容部、　３５８…押圧部、　３５８ａ…
円弧面、　３５９…傾斜部、　３６１…爪係合部、　３６２…側板部、　３６３…突起係
合部、　３６６…内壁面、　３６７…ケーブルガイド、　３６９…係止片、　４００…枠
体 
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